
 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県上越市 



は じ め に 

 

当市では、平成 14 年 3 月に「男女共同参画基本条例」を制定するとともに、

平成 23年 3月に「第 2次男女共同参画基本計画」を策定し、男女が互いの人権

を尊重しつつ責任も分かち合い、個性と能力を十分に発揮でき、様々な利益を等

しく享受できる男女共同参画社会の実現に向け、市民や地域、事業者等の皆さん

と共に、多様な取組を推進してきました。 

第 3 次基本計画では、これまでの取組を継承しつつ、男女が等しく参画する

ための社会環境整備の分野において、「男女共同参画を正しく理解できる社会づ

くり」「男女共同参画を実践できる環境づくり」「女性が活躍できる社会づくり」

「推進体制の整備」の 4つを基本目標に掲げており、配偶者等からの暴力防止・

被害者支援の分野では、「暴力を許さない社会づくり」と「被害者等への支援」

を基本目標に掲げています。 

令和 3 年度は、これら 6 つの基本目標を基に、前年度の取組実績や評価など

を踏まえつつ、必要な見直しを加えながら第 3 次基本計画で定めた目標の達成

に向けて取組を進めてきました。 

これら令和 3 年度に実施した男女共同参画の事業概要について、上越市男女

共同参画基本条例第 21条（施策の実施状況の公表）に基づいて、各種施策の実

施状況を公表させていただきますので、御高覧いただければ幸いです。 

 今後も市民と行政の連携によるまちづくりを目指しながら、男女共同参画社

会の実現に向け、様々な施策に取り組んでいきたいと考えております。 
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市の施策の実施報告 

 

 

市では、令和 3年度においても第 3次男女共同参画基本計画における 2つの分野に対応する 6

つの基本目標、17 の重点目標、35 の施策の方向に基づき、男女共同参画社会の実現に向けた取

組を体系的・計画的に進めました。 

これらの取組については、毎年、計画に基づき進めてきた取組の内容や実績の評価を行い、合

わせて、当該年度の事業を計画し、その結果を市民の皆さんに公表することとしています。 

令和 3 年度に市が行った男女共同参画に関する取組について、Ａ～Ｄの 4 段階で評価した結

果を以下のとおりまとめました。 

 

第 3次基本計画に基づく令和 3年度取組実績 

○ 計画に基づき取組を進めている 93 の取組のうち、目標を達成したと評価する「Ａ」の項目

が 76、ほぼ達成したと評価する「Ｂ」の項目が 9、未達成の「Ｃ」が 8、未実施の「Ｄ」が 0

となっており、令和 3 年度の総括としては、「目標を達成」又は「ほぼ達成した」とする取組

が全体の 92.5％となっており、今後さらに改善・工夫等を図っていく取組はあるものの、全

体的には概ね目標は達成できたものと考えています。 

 

 

事業評価結果 

評価 事業数 割合 

Ａ 76 81.7％ 

Ｂ 9 9.7％ 

Ｃ 8 8.6％ 

Ｄ 0 ― 

計 93  

 

 

表中、「評価」の項目は、設定した指標値等に対して実績値や実施状

況を評価したものです。 

（評価値） 

Ａ 目標は達成された 

Ｂ 目標はほぼ達成された 

Ｃ 目標に達しなかった 

Ｄ 目標は立てたが実施しなかった 

 



　　　第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績【総括表】
･･･女性活躍推進に関連する重点目標

①広報などを通じた継続的啓発活動の推進 3 3

②男女共同参画の基本的知識の周知啓発の推進 1 1

①出前講座など地域への積極的な啓発活動の実施 5 2 3

②あらゆる分野における固定的性別役割分担意識解消への周知啓発活動の
  実施

2 2

①男性における男女共同参画の意義の理解促進 1 1

②男性の家事・育児・介護等への参画の促進 2 2

①保育園、幼稚園及び学校教育の場における男女平等教育の徹底 3 2 1

②教育関係者への意識啓発と男女平等教育に関する調査研究の充実 3 2 1

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 4 1 1 2

②男女の均等な待遇の確保など男性中心型労働慣行の改善の更なる推進 4 3 1

③職場におけるあらゆるハラスメントの防止の取組 1 1

①男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の充実 6 6

②男女共同参画の視点に立った介護支援施策の充実 1 1

①女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
　ツ）の普及啓発

2 2

②生涯を通じた健康保持への支援及び健康相談の充実 9 9

①生活困窮者の自立促進の支援 1 1

②ひとり親家庭等への支援の充実 2 2

①女性の人材育成に向けた各種講座の開催 3 1 2

②女性の再就職への支援 3 2 1

①女性人材の情報収集、整備、提供 2 1 1

②女性の参画情報の調査、公表 2 2

①市の各種審議会等へのクオータ制の活用による女性の参画推進 3 2 1

②女性職員の積極的な登用 2 2

①男女共同参画に関する情報発信の強化 3 2 1

②市民や活動団体への支援 2 2

①市職員への研修会の実施 4 2 2

②男女共同参画の考え方に基づいた施策の推進 8 8

①配偶者等からのあらゆる暴力の根絶と防止に向けた啓発 2 2

②セクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた啓発 1 1

①女性相談事業の充実 2 2

②その他相談機関との連携 3 3

①制度や体制、法律の認知のための周知活動の推進 1 1

②被害者への安全確保のための情報提供 3 3

①生活再建の支援 1 1

②同伴者への支援 1 1

93 76 9 8 0

81.7% 9.7% 8.6% －

Ｂ:ほぼ
達成

Ｃ:未達
成

Ｄ:事業
未実施

合計（重複登載分を除く合計）
目標達成状況（構成比） 達成率

91.4% 8.6%

施策の分野【2】 基 本 目 標【6】 重　点　目　標【17】 施　策　の　方　向【35】 事業数 Ａ:達成

Ⅰ
 男女が等しく参画す
 るための社会環境整
 備

1

 男女共同参画を正しく理解で
 きる社会づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：8
 ► 事業数：20

(1)

4

 推進体制の整備

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：17

2

 男女共同参画を実践できる環
 境づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：9
 ► 事業数：30

3

 女性が活躍できる社会づくり

 ► 重点目標：3
 ► 施策の方向：6
 ► 事業数：15

(1)

 男女共同参画についての理解の促進

(2)

(1)  女性の能力発揮への支援

(2)
 企業、団体、学校、地域等における方針
 決定の場への女性の参画推進

 男女共同参画の視点に立った社会制度・
 慣行の見直し

(3)  男性にとっての男女共同参画の推進

(4)  子どもへの意識啓発の推進

(2)

 男女共同参画推進センターの充実

(2)
 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組
 の推進

(1)

(3)

 労働環境の見直しの推進

(4)
 貧困等により困難を抱えた男女が安心し
 て暮らせる環境の整備

 市の施策・方針決定過程への女性の参画
 拡大

 子育て、介護への支援の充実

(3)  生涯を通じた女性の心と体の健康支援

Ⅱ
 配偶者等からの暴力
 防止・被害者支援

1

 暴力を許さない社会づくり

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：8

(1)
 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓
 発

(2)  相談窓口の充実

2

 被害者等への支援

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：6

(1)
 発見通報体制の整備・被害者の安全な保
 護

(2)  自立への支援

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1 重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

＜
施

策
項

目
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括

表
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－
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＜分野別のまとめ＞ 

Ⅰ 男女が等しく参画するための社会環境整備 

１ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり 5㌻～6㌻ 【20事業】 

► 「Ａ」評価…15事業、「Ｂ」評価…5事業、「Ｃ」評価…なし、「Ｄ」評価…なし 

「Ｂ」評価とした 5事業については、コロナ禍における講話会の中止や出前講座の開催依頼の

減少等による影響があり数値目標に届かなかったものの、教育分野での男女平等教育の授業公開

や保護者等への意識啓発の実施、また事業所や学校等が希望するテーマに沿った出前講座の開催

に努めるなど、男女共同参画社会の実現に向けて取組を進めることができました。 

２ 男女共同参画を実践できる環境づくり 7㌻～10㌻ 【30事業】 

► 「Ａ」評価…26事業、「Ｂ」評価…2事業、「Ｃ」評価…2事業、「Ｄ」評価…なし 

「Ｃ」評価とした「こころの健康づくりや自殺予防のための基盤整備を推進」については、日々

の相談対応による支援や自殺予防対策連絡会議の開催による関係機関との情報共有のほか研修

会の開催など地域における対策を進め、男女共同参画を実践できる環境づくりとして取り組みま

したが、結果として令和 3年度の自殺者数が増加したため目標未達成としたものです。 

３ 女性が活躍できる社会づくり 10㌻～11㌻ 【15事業】 

► 「Ａ」評価…10事業、「Ｂ」評価…1事業、「Ｃ」評価…4事業、「Ｄ」評価…なし 

「Ｃ」評価とした「スキルアップを目的として認定職業訓練機関が開催する講習会の情報提供」

については、広報上越に講座情報を 24 件以上掲載することを目標としてきましたが、広報の発

行回数の減少や女性の人材育成に特化した講座開催の減少などのため、目標を達成することがで

きませんでした。 

令和 4年度からは、求職者に対する各種の支援制度の周知を目的として、市のホームページへ

の各種支援制度の内容等を掲載することにより、女性の人材育成などに向けた施策として取り組

むこととしています。 

４ 推進体制の整備 12㌻～13㌻ 【17事業】 

► 「Ａ」評価…14事業、「Ｂ」…1事業、「Ｃ」評価…2事業、「Ｄ」評価…なし 

「Ｃ」評価とした「男女共同参画に関する保育士及び幼稚園教諭の意識啓発」については、男

女共同参画社会の実現のための全庁的な取組として、基本計画の趣旨や関連する各種事業につい

て理解を深めるための研修会を計画していましたが、感染症拡大に伴い開催直前に中止としたも

のです。 

同様の理由から、職員向けの研修会についても「Ｃ評価」としています。 

 

 

 

Ⅱ 配偶者等からの暴力防止・被害者支援 

１ 暴力を許さない社会づくり 14㌻ 【8事業】 

► 「Ａ」評価…8事業、「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」評価…なし 

２ 被害者等への支援 15㌻ 【6事業】 

► 「Ａ」評価…6事業、「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」評価…なし 

  

－3－ 



 

令和 3年度は、全て「Ａ」評価となりました。日々寄せられる相談に対しては、必要により女

性相談と他の関係機関などとで連携をとることにより、概ね適切に対応できているものと考えて

おります。しかし、コロナ禍などの影響により一層顕著になっている、社会を取り巻く様々な環

境や時代の変化などに伴う相談内容の複雑化・多様化にも引き続き適切に対応していくため、今

後も様々な関連機関で行われる研修会や各種の講座等を通じて、相談員のスキルの上乗せを図っ

ていくほか、女性相談窓口の認知度を高め、必要な支援につなげることができるように取り組ん

でいきます。 

 

－4－ 



分野Ⅰ　男女が等しく参画するための社会環境整備
  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

  重点目標 (1) 男女共同参画についての理解の促進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

市役所での男女共同参画に関する
情報提供と啓発

市役所市民課ロビー及び市民プラザ男女
共同参画推進センターにおいて、センター
の取組や講座情報、各種団体の情報など
を適宜分かりやすく工夫しながら配置し、市
民向けに情報提供する。

男女共同参画に関する意識啓発を図るため、より分
かりやすく適時適切に情報提供する。

継続的な男女共同参画に関する情報の提供により市
民への意識啓発を図った。
・男女共同参画週間（6月）、女性に対する暴力の防止
（11月）、図書コーナーの利用促進など

Ａ 継続

男女共同参画に関する市民への啓
発
※Ⅰ-4-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を
発行し、男女共同参画推進センターの取組
及び男女共同参画に関する情報を紹介す
る。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進めた。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させて、より分かりやすく効果的な意
識啓発に努めた。

Ａ 継続

男女共同参画に関係する図書・参
考資料等を閲覧・貸与するスペース
の設置

男女共同参画に関係する図書・参考資料
等を閲覧・貸与するスペースを設ける。

引き続き、職員図書室に専用のスペースを設け、図
書・参考資料等を陳列することにより、職員への啓発
を推進する。

職員図書室に専用のスペースを設け、図書・参考資
料等を陳列したことで、職員への啓発を推進した。 Ａ 継続 人事課

②男女共同参画の基本的
知識の周知啓発の推進

男女共同参画の基本的知識の周知 男女共同参画の基本的知識の周知を目的
とした講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画推進に関する意
義や、基本的知識について理解を深めてもらうための
機会を提供する。（数値目標：センター講座全体で7講
座以上）

男女共同参画推進センター講座を開催し、男女共同
参画の基本的知識の周知を図った。
・センター登録団体委託：9講座
・(公財)新潟県女性財団との共催：1講座
※講座については、男女共同参画の周知啓発を図る
よう、センター登録団体とのヒアリングを行った。

Ａ 継続

参加者の満足度・・・85.3％（参加者平
均）

男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり
重点目標 (2) 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

地域や団体から申し込みを受け、人
権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇
談会を開催

地域や団体から申し込みを受け、人権啓発
ＤＶＤを上映する地域人権懇談会を開催

地域等で人権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催し、参加者の男女共同参画の意義などについ
て、関心や理解を深める（数値目標：5回開催）。

民生委員児童委員協議会や事業所、高等学校で開
催（9回）し、参加者の男女共同参画の意義などにつ
いて、関心や理解を深めた。 Ａ 継続

人権・同和
対策室

地域において男女共同参画を応援
していただける人材の育成

男女共同参画サポーターを対象に、地域へ
男女共同参画の輪を広げていくための研修
会及び懇談会を開催する。

研修会・懇談会を通じてサポーター自身の知識を高め
ながら、男女共同参画の輪を広げてもらえるような環
境を整える。（数値目標：懇談会・研修会を計4回以上
開催）

・男女共同参画サポーターを対象に、懇談会を4回開
催し啓発活動への参画に取り組んだほか、各種講座
参加者に対しサポーターの登録を呼びかけ、人材の
育成を図った。
・「無意識の偏見」に関してサポーターから募集した意
見や気づき等をキィワードで視覚化した展示会を開催
した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

保護者への啓発方法や連携方法を
工夫する。

保護者に啓発する。 男女共同参画への理解を深めるために、各学校が男
女平等教育の授業を年1回以上公開する。

年間計画に男女平等教育の授業を位置付けさせ、授
業参観日等に保護者や地域の方々に授業を公開す
るように各学校を指導することにより啓発を進めた。 Ｂ 継続

授業公開を実施した学校の割合・・・
41％ 学校教育

課

小学校を会場に、人権を考える講話
会を開催

差別のない明るい社会を実現するため、人
権を考える講話会を開催する。

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考え
る講話会を17小学校区で開催する。

16小学校区で人権を考える講話会を開催して男女平
等教育の啓発を進めた。 Ｂ 継続

感染症拡大による中止のため
社会教育
課

地域等に向けた男女共同参画の意
識啓発

地域等に向けた男女共同参画の啓発活動
や出前講座（講師の派遣）を開催する。

地域における男女共同参画の啓発活動として、地域
住民や町内会などが開催する勉強会や研修会などに
講師を派遣する出前講座の実施を通じて、市民への
意識浸透を図る。（数値目標：出前講座全体で18講座
以上）

男女共同参画出前講座を開催し市民への意識浸透
を図った。（企業や学校、町内会などが開催する男女
共同参画に関する勉強会・研修会などに講師を派
遣・・・13講座開催）

Ｂ 継続

新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、企業や学校などが会議や集会
等の開催を自粛し、出前講座を開催す
る場が減少したため。

男女共同
参画推進
センター

性別に関係なく、消防団員の入団を
促進する

出初式、朝市、成人式会場などで実施する
入団促進活動に合わせて、市民へ消防団
活動は性別に関係なく活躍できることを周
知する。

消防団の活動は女性も参加できることを周知し、男性
に限った活動ではない旨を市民へ意識啓発する。（数
値目標：周知実施2回以上）

民間事業者が主催する防災イベントのほか、商業施
設において消防団員の入団促進活動に合わせて、啓
発チラシの配付等を行い、消防団活動は性別に関係
なく活躍できることを周知した。

Ａ 継続
危機管理
課

固定的性別役割分担意識解消に関
する意識啓発

固定的性別役割分担意識解消をテーマと
する講座の開催や、情報提供を行う。

講座の開催や情報提供を通じて、あらゆる分野にお
ける固定的性別役割分担意識解消に向けた意識醸
成を図る。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上、情報紙への記事掲載1回以上）

固定的性別役割分担意識解消をテーマに取り入れた
講座の開催（5講座）、及び、情報紙の発行を通じた情
報提供（6/25号）により意識啓発を図った。 Ａ 継続

固定的性別役割分担意識解消をテーマ
に取り入れた講座（5講座）の満足度・・・
82.0％（参加者平均）

男女共同
参画推進
センター

①出前講座など地域への
積極的な啓発活動の実施

②あらゆる分野における
固定的性別役割分担意識
解消への周知啓発活動の
実施

令和3年度（実績）

①広報などを通じた継続
的啓発活動の推進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和3年度（実績）

男女共同
参画推進
センター

＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり
重点目標 (3) 男性にとっての男女共同参画の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①男性における男女共同
参画の意義の理解促進

男性に向けた男女共同参画の意識
啓発

情報紙に、男性に向けた男女共同参画の
意識啓発記事を掲載する。

情報紙に男性に向けた啓発記事を掲載し、男女共同
参画の意義などについて理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：1回以上掲載）

男女共同参画情報紙「ウィズじょうえつからのおたよ
り」への男性向け啓発情報を掲載し理解促進を図っ
た。（6月25日号「女だから、男だから、ではなく、私だ
から、の時代へ。」）

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

父子手帳の配布及びすくすく赤ちゃ
んセミナーにおける意識啓発

父親の積極的な育児参加と家族ぐるみの
健康づくりを推進するため、子どもの発育・
発達や子育てに関する情報を掲載した父
子手帳を配布すると共に、すくすく赤ちゃん
セミナーにおける意識啓発を行う。

すくすく赤ちゃんセミナーでは、父親の育児参加と家
族ぐるみの健康づくりに関する内容を盛り込み、夫婦
で参加しやすいよう土日開催を継続する。
妊娠届出時における父子手帳の配布率100％を目指
す。

すくすく赤ちゃんセミナー土日開催：2回目年間18回
（全30回）、3回目年間18回（全42回）、及び、妊娠届出
時やセミナーにおいて父子手帳の活用を促すことによ
り、父親への意識啓発を行った。 Ａ 継続

健康づくり
推進課

男性の家庭生活、子育てへの参画
促進のための意識啓発

男性の家庭生活、子育てへの参画の促進
に向けた講座を開催する。

講座の開催を通じて、家庭生活や、子育てへの参画
促進のきっかけづくりを図る。（数値目標：センター講
座1講座以上）

「男性の家庭生活、子育てへの参画の促進」をテーマ
に取り入れた講座（3講座）の開催により意識啓発を
図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり
重点目標 (4) 子どもへの意識啓発の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①保育園、幼稚園及び学
校教育の場における男女
平等教育の徹底

乳幼児期からの男女平等の意識の
啓発と情報の提供

保育所保育指針に基づき、子どもの性差や
個人差にも留意しつつ、性別などによる固
定的な意識を植え付けることがないよう配
慮しながら、保育を実施する。

園行事においての選曲や児童の役割分担を決める際
は、男女の分け隔てなく行うとともに、日々の保育に
ついても「男の子らしさ、女の子らしさ」といった固定的
な考えを持たないように配慮しながら援助する。

子どもの性差や個人差にも留意しつつ、性別などによ
る固定的な意識を植え付けることがないよう配慮しな
がら、保育を実施した。

Ａ 継続 保育課

担当者を中核とした男女平等教育
の推進

園内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育の推進のために、年間2回以上男女平
等教育を含む人権教育、同和教育の園内研修会を行
う。

年間計画に基づき、男女平等教育に関する研修会を
実施するように幼稚園を指導した。

Ｂ 継続

研修会の実施が1回であったため

男女平等教育の全体計画に基づい
た授業実践

全体計画に基づいて確実に授業実践を行
う。

男女平等教育の全体計画に基づき、各教科領域で指
導するとともに、年1回以上男女平等教育の授業を行
う。

男女平等教育の全体計画に基づき授業実践が行わ
れるように各学校を指導した。

Ａ 継続

担当者を中核とした男女平等教育
の推進

校内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育に関する意識啓発を図るために、男女
共同参画推進担当者、人権教育担当者が、校外の研
修に年間1回以上参加し、その成果を確実に伝達す
る。

担当者が校外の男女平等教育に関する研修に参加
するよう、各学校に指導した。

Ｂ 継続

研修に参加した学校の割合・・・38％

各学校における教育関係者の男女
平等教育推進状況アンケート調査
の実施

学校における男女平等教育の現状と進捗
状況を提示することにより、教育関係者の
意識啓発を図る。

男女平等教育推進状況アンケートを年1回以上実施
し、現状と進捗状況を明らかにし、教育関係者の意識
を高める。

男女平等教育推進状況アンケートを実施し、その結
果を学校評価に生かすよう、各学校に指導した。

Ａ 継続

「男女平等」をテーマとする意識啓発 講座の開催や、「男女平等」に関連する情
報の提供を通じて意識啓発を図る。

講座の開催や情報提供を通じて、「男女平等」に関す
る理解を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：セ
ンター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

「男女平等」をテーマとする講座の開催（センター講座
3講座、出前講座5講座）、及び、国・県、関係団体、男
女共同参画推進センターからの関連情報の提供を通
して意識啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

学校教育
課

学校教育
課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

②男性の家事・育児・介護
等への参画の促進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

②教育関係者への意識啓
発と男女平等教育に関す
る調査研究の充実

＜
事
業
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評
価
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ２ 　男女共同参画を実践できる環境づくり
重点目標 (1) 労働環境の見直しの推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①ワーク・ライフ・バランス
の浸透

こころの健康づくりや自殺予防のた
めの基盤整備を推進

地域での自殺予防対策の推進
関係機関等とのネットワークの強化を図り、
包括的な自殺予防対策の基盤整備を推進
し、自殺者の減少を目指す。
こころの健康サポートセンターでの相談

精神保健や自殺予防に対する正しい知識の普及・啓
発に努める。また、行政機関の各部署や地域の関係
機関との連携を図るとともに、複合的・総合的な精神
保健・自殺予防対策の基盤を整備し、自殺者数の減
少を目指す。

すこやかなくらし包括支援センターや健康づくり推進
課において、こころの相談に対応し、適切な支援につ
なげたほか、自殺予防対策連携会議を開催し、関係
機関との情報共有等を行った。
また、自殺予防研修会など、地域における自殺予防
対策を推進した。

Ｃ 継続

自殺者数は平成30年から令和2年まで
減少していたが令和3年は増加してお
り、目標を達成できなかった

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター・健
康づくり推
進課

事業者等へのワーク・ライフ・バラン
スに関する意識啓発

事業者等に対する意識啓発のための広報
誌やホームページによる周知

職場環境の改善に向けて、ワーク･ライフ･バランス等
の講座を開催し定員の７割以上の参加を目指す。

広報誌やホームページへ掲載するとともに事業所へ
のチラシの配布により周知及び働きかけを行ったほ
か、事業所向けの講座を開催し意識啓発を図った
が、新型コロナウイルス感染症の影響によりオンライ
ン開催とした結果、目標を達成できなかった。

Ｃ 継続

参加者が定員の7割以上とならなかった
ため

仕事と育児･介護の両立のための情
報提供

関係機関と連携し、情報提供を行う。 仕事と育児・介護の両立について、適切な理解や実
施が進むよう定期的な情報提供を行う。

市のホームページで仕事と育児・介護の両立につい
ての情報等を掲載し、広く周知を行った。

Ｂ 継続

ホームページの更新が1回であったため

ワーク・ライフ・バランスに関する意
識啓発

ワーク・ライフ・バランスや職場におけるあら
ゆるハラスメント防止意識浸透のための講
座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提供
する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わせて
1講座以上）

ワーク・ライフ・バランスをテーマに取り入れた講座の
開催（センター講座、出前講座、女性活躍応援セミ
ナーで各1講座開催）により意識啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②男女の均等な待遇の確
保など男性中心型労働慣
行の改善の更なる推進

新潟労働局、新潟県、関係機関等
の行う労働環境を向上させる取組の
啓発、情報提供

事業や制度を効果的に周知するたの広報
誌やホームページへの掲載及びポスター
の貼り出しやチラシの配置

労働環境の改善に向けて、定期的な情報提供を行
う。（年２回以上）

関係機関が実施する取組や制度について広く周知し
労働環境の改善を進めた。 Ｂ 継続

労働環境の改善に関する情報提供がな
かったため 産業政策

課

育児･介護休業法に規定された努力
事項実施事業者に対し、建設工事
の入札参加資格者の格付けのため
の総合評点に加点を行う。

建設工事入札参加資格者が、育児･介護休
業法に規定された努力事項に取り組んでい
る場合、入札参加者の格付けに際し当該事
業者の総合評点へ加点を行う。

市が発注する建設工事の入札参加資格に男女共同
参画の視点を加点し、育児･介護休業法に規定される
努力事項の取組促進を図る。

引き続き、市ホームページで入札契約制度の概要を
掲載し、育児･介護休業法に規定された努力事項実
施に対する加点制度を周知した。

Ａ 継続
契約検査
課

家族経営協定締結による女性農業
者の経営参画の推進

農業委員会だよりに家族経営協定を周知
する記事を掲載する。
協定締結の意義を農業委員・農地利用最
適化推進委員の相談活動を通じて伝える。

家族経営協定について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに協定に関する記事を掲載したほ
か、農業委員・農地利用最適化推進委員が相談活動
を通じて協定締結の意義を伝え、女性農業者の経営
参画に取り組んだ。 Ａ 継続

農業者年金加入による女性農業者
の老後の経済基盤の強化

農業委員会だよりに農業者年金を周知する
記事を掲載する。
農業者年金加入のメリットを農業委員・農
地利用最適化推進委員の相談活動を通じ
て伝える。

農業者年金について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに農業者年金に関する記事を掲載
したほか、農業委員・農地利用最適化推進委員が相
談活動を通じて農業者年金加入のメリットを伝え、女
性農業者の老後の経済基盤の強化に取り組んだ。 Ａ 継続

③職場におけるあらゆる
ハラスメントの防止の取組

職場におけるあらゆるハラスメント防
止に関する意識啓発

職場におけるあらゆるハラスメント防止意
識浸透のための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提供
する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わせて
1講座以上）

職場におけるあらゆるハラスメント防止をテーマに取
り入れた講座（出前講座3講座）の開催により意識啓
発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

産業政策
課

農業委員
会事務局

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり
重点目標 (2) 子育て、介護への支援の充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

① 男女共同参画の視点
に立った子育て支援施策
の充実

(事業名)子育てセミナー、ベビー健
康プラザ
(目的)子育てに関する知識の習得
や育児不安の解消と楽しく子育てが
できる環境づくりを推進する。

・子育てセミナーを開催
・ベビー健康プラザを開催

・子育てに関する各種講座を実施し、子育ての不安感
や孤立感の緩和を図る。
・乳児を抱える保護者に、子育てに関する知識の普及
を図る。

子育てセミナー（年10回）、ベビー健康プラザ（年12
回）の開催により、子育ての不安感や孤立感の緩和、
子育てに関する知識の普及を図った。

Ａ 継続

(事業名)ファミリーサポートセンター
運営事業
(目的)地域の子育ての相互援助活
動を支援することにより、仕事と育児
を両立させ、安心して働くことのでき
る環境づくりを推進する

新規の提供会員数を増やすとともに、依頼
会員のニーズに見合った提供会員を紹介
する。

新規の提供会員を増やすとともに、依頼会員のニー
ズに見合った提供会員の紹介率を100％とする。

依頼会員からのニーズに対応できるよう提供会員数
を確保するため、各種団体等を対象とした説明会を行
うなど会員募集活動を強化するとともに、養成講座や
講習会を通して提供会員の資質向上を図り、児童の
預かり時における安全性の向上につなげた。
仕事をしながら、安心して子育てができる環境を整え
るため、12歳までであった対象年齢を18歳までに拡充
した。 Ａ 拡充

対象年齢を「12歳まで」から「18歳まで」
とした

放課後児童クラブにおいて、共働き
家庭が増加する中、子育てと就労の
両立支援のため、昼間保護者のい
ない小学校1年～6年生を有償で預
かり、児童の健全育成を図る。

・学校と連携を図りながら、児童クラブの環
境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や教育補助
員との連携、利用人数に応じたクラブ室ス
ペースの確保、支援を必要とする児童への
対応 等)。
・指導員の資質向上（専門相談員の配置、
研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

引続き、「上越市放課後健全育成事業の設備及び運
営に関する基準を定める条例」に基づき、適切かつ効
果的な運営場所の確保、支援員及び補助員の配置を
行うとともに、運営を担う支援員等の資質向上を図
る。

・学校外で開設している児童クラブを学校内への移転
に向け学校や関係機関との調整を行うほか、学校内
での調整が困難な場合には、学校近隣の公共施設や
民間施設の借上げにて調整を行い、学校内へ移転を
行った。
・支援員等研修会を年2回以上行い、支援員等の資質
向上を図った。

Ａ 継続
学校教育
課

児童の保育を実施するとともに、児
童の受入態勢を整備し、待機児童
数ゼロを維持する。

保育園の再配置等に係る計画に基づき公
立保育園の整備を行い、児童受入れ体制
を整えるとともに職員の適切な配置も検討
する。

増加傾向にある未満児の保育ニーズに対応するた
め、児童の受入態勢を整備して、引き続き待機児童
ゼロを維持する。

未満児保育における職員の適切な配置や児童増へ
の職員配置を行い、待機児童ゼロを維持した。

Ａ 継続

・学校と連携を図りながら、児童クラ
ブの環境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教
員や教育補助員との連携、利用人
数に応じたクラブ室スペースの確
保、支援を必要とする児童への対応
等)。
・支援員の資質向上（専門相談員の
配置、研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

上越市保育園のあり方検討委員会から提
出された意見書に基づき、子育て支援機能
の充実を図るための職員体制を整える。

子育て支援機能の充実を図るための職員体制を整
え、各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態
や子どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニー
ズに対応する。

各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態や子
どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニーズや
育児不安の解消を図った。

Ａ 継続

男女共同参画の視点に立った子育
て支援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った子育て支援
に関する講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
子育てと仕事の両立等のポイントなどについて理解を
深めてもらう機会を提供する。（数値目標：センター講
座と出前講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った子育て支援をテーマに
取り入れた講座（センター講座3講座）の開催により意
識啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②男女共同参画の視点に
立った介護支援施策の充
実

男女共同参画の視点に立った介護
支援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った介護支援に
関する講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
介護支援の意義や重要性について理解を深めてもら
う機会を提供する。（数値目標：センター講座と出前講
座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った介護支援をテーマに取
り入れた講座（センター講座1講座）の開催により意識
啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

担当課

こども課

保育課

令和3年度（実績）施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり
重点目標 (3) 生涯を通じた女性の心と体の健康支援　

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①女性の性と生殖に関す
る健康と権利（リプロダク
ティブ・ヘルス／ライツ）の
普及啓発

女性の性と生殖に関する健康と権
利に関する普及啓発及び生涯を通
じた健康保持

女性の性と生殖に関する健康と権利及び
生涯を通じた健康保持に関係する講座を開
催する。

講座の開催を通じて、性と生殖に関する健康と権利に
ついて理解と認知を高めてもらう機会を提供する。（数
値目標：センター講座1講座以上）

女性の性と生殖に関する健康と権利及び健康保持を
テーマに取り入れた講座の開催（センター講座2講座）
により普及啓発を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

保健体育の授業（「心身の機能の発
達と健康」「健康な生活と疾病の予
防」）及び保健指導において、性に
関する正しい知識を指導する。

各校園ごとに性に関する指導の全体計画
を作成し、「性に関する指導」を年間計画に
位置付け実施する。

各校園における「性に関する指導」の実施率90％以上
を目指す。

性に関する指導の全体計画の作成、「生命の尊厳」
「男女の体のつくり」「二次性徴の発現と特徴」「性感
染症」「男女の役割」等に係る授業及び保健指導の実
施を行うように指導した。

Ａ 継続
学校教育
課

②生涯を通じた健康保持
への支援及び健康相談の
充実

健康づくりリーダー･食生活改善推
進員･運動普及推進員の合同研修
会での啓発活動

健康づくり推進活動チーム研修会において
女性の健康づくりについて啓発する。

女性の健康づくりへの意識向上と行動変容を目的
に、健康づくり推進活動チーム研修会、食生活改善推
進員、運動普及推進員の研修会において女性の健康
づくりを含む生涯を通じた健康づくりについて啓発を
行う。

健康づくり推進活動チーム代表者研修会、及び、食生
活改善推進員、運動普及推進員研修会の開催により
啓発活動を進めた。 Ａ 継続

子宮頸がんや乳がんの女性特有の
がんを早期に発見するためがん検
診を実施する。

･子宮頸がん検診：20歳以上の女性を対象
に実施
･乳がん検診：40歳以上の女性を対象に実
施
・検診会場にて乳がんの自己触診方法に
ついて健康教育を実施

上越市の死亡原因の第1位である「がん」の予防のた
めの情報提供と各種がん検診を実施することにより、
早期発見・早期治療に結び付け、市民の健康寿命の
延伸と医療費負担の軽減を図る。
子宮頸がんと乳がんの検診受診者の受診率を前年
度より増加させる。

・受診勧奨
・インターネット予約
・無料クーポン券配布
  　子宮頸がん検診（21歳のみ）　870人
  　乳がん検診（41歳のみ）　　　 1,040人
・土曜日・日曜日検診の実施（8回）
・受診者
　　子宮頸がん検診：4,558人
　　乳がん検診：4,225人

Ａ 継続

妊婦一般健康診査費用を公費負担
することにより、妊娠中の健康管理
及び女性の健康の保持・増進を図
る。

・妊婦一般健康診査：妊娠届出を行った市
民を対象に受診票を交付する
・公費負担回数：14回

妊婦一般健康診査費用の公費負担を継続し、妊婦が
必要な健診を受診し健康管理を行うことにより、安心
して妊娠期を過ごし出産を迎えることができるようにす
る。

妊婦一般健康診査公費負担14回、及び、妊娠届出時
における受診勧奨を行い、女性の健康の保持・増進
を図った。 Ａ 継続

実施主体をスポーツ協会等とし、女
性の関心が高く、参加しやすい教室
等を開催し、女性の健康増進･体力
維持の機会を提供する。

実施主体をスポーツ協会等とし、広報上越
等に教室情報を掲載し、周知を図る。

・女性が参加しやすい各種教室の開催
・市ホームページを通じた画像・動画による運動情報
の発信

・広報上越に教室情報を掲載して周知を図り、事業の
実施を支援することにより、女性の健康増進・体力維
持の機会を提供した。
・市ホームページを通じて画像・動画による運動情報
を発信した。

Ａ 継続
スポーツ
推進課

産前・産後の体調不良のため、家事
や育児が困難な家庭及び多胎児を
出生した家庭に対して、安心して妊
娠期や産後を迎えられるよう、ホー
ムヘルパーを派遣する。
（産前・産後ヘルパー派遣事業）

・派遣期間：妊娠中及び産後16週以内で、
60時間を限度とする。（多胎児の場合は妊
娠中及び産後1年以内、70時間を限度）
・派遣内容：家事援助、兄姉の世話、乳児
の世話、母親への支援
・委託先：上越市社会福祉協議会他市内4
事業所

関係医療機関や母子保健事業等において事業内容
の周知を図ることにより、必要な家庭がもれなく制度
を利用できるようにする。

母子保健事業における周知、及び、産科医療機関及
び関係団体への制度説明の実施により制度の適切な
利用を促した。

Ａ 継続

「たばこと健康」に関する情報提供を
行い、禁煙への意識の向上を目指
す。
女性自身の喫煙や受動喫煙による
女性(妊婦含む)の健康被害につい
て啓発する。

・母子健康手帳交付時やすくすく赤ちゃんセ
ミナー参加者に対して、禁煙・受動喫煙防
止についての資料を配付。
・健診受診者のうち、喫煙する者に喫煙に
よる影響についての資料を配付。
・広報誌等で喫煙及び受動喫煙による健康
への影響について情報提供を行う。

たばこと健康についての正しい知識の普及・啓発に努
め、たばこの害から市民の健康を守り、クリーンな環
境の整備に努める。
妊婦の喫煙率1.0％以下を目指す。

妊産婦喫煙防止（母子手帳交付、3か月健診において
妊産婦等に対する禁煙に向けた指導）、未成年者喫
煙防止、受動喫煙防止に基づき、健康被害について
の啓発を実施した。 Ａ 継続

助産師による女性の健康相談を行
い、思春期から妊娠・出産・育児さら
に不妊や更年期など各期の不安の
軽減や知識の普及を図る。

電話及び来所による健康相談室の開設
・月・木・金　午前9：30～11：30　・金　午後
18：30～20：30（祝祭日除く、電話相談の
み）

相談先を周知し、健康相談室の適切な利用を促すと
ともに関係機関と連携をし、不安の軽減及び女性の
健康の保持・増進を図る。

母子保健事業における周知、及び、ホームページで
の周知により、女性の健康保持・増進、不安軽減を
図った。
（相談件数497件）

Ａ 継続

生後4か月までの乳児のいる家庭等
を訪問し、子育て支援や発育・発
達、栄養に関する情報提供や養育
環境等の把握、必要な相談・保健指
導を行う。

・妊産婦・新生児訪問指導事業：妊婦・産
婦・新生児のいる家庭を助産師が訪問す
る。
・こんにちは赤ちゃん事業：新生児訪問を受
けていない生後4か月児までの家庭を保健
師等が行う。
・子育てに関する情報提供や子育て相談、
個々の発育発達にあった支援を行う。

子育て支援や発育・発達、栄養に関する情報提供を
行うことにより、安心して育児を行うと共に母子の健康
の保持増進を図る。
出生児の全数訪問を目指す。未訪問者に対して健康
診査やその後の訪問等により支援する。

・妊産婦・新生児訪問の実施
・こんにちは赤ちゃん訪問の実施
・未訪問者の把握及び支援の実施
・産後うつ病のハイリスク者等、支援が必要な産婦へ
の継続的な支援の実施。 Ａ 継続

中学校、高等学校を対象に、生徒自
身が心と身体の特徴を理解するとと
もに次世代を生み育てる体づくりを
する大事な時期であることを認識
し、望ましい生活習慣を選択する力
をつけることができるよう健康教育を
行う。

中学校で「命、きずなを考える講座」、高等
学校で「思春期保健講座」を開催する。

次世代を生み育てるための重要な時期である中学生
及び高校生が、自分や異性の体や生命の大切さ等を
学ぶことにより、自分自身の自己肯定感を高めること
ができるよう支援する。

中学校での「命、きずなを考える講座」の実施（74
回）、及び、高等学校での「思春期保健講座」の実施
（34回）により健康教育への支援を図った。

Ａ 継続

健康づくり
推進課

健康づくり
推進課

令和3年度（実績） 担当課施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画
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＞
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり
重点目標 (4) 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①生活困窮者の自立促進
の支援

生活困窮者自立支援法（平成27年4
月施行）に基づき、生活困窮者に対
して自立に向けた各種の支援を行
う。

生活困窮者自立支援制度による各種の支
援を実施する。

生活困窮者の状況に応じた包括的かつ継続的な支援
により、困窮状態から早期に自立できるよう支援す
る。
・自立相談支援機関利用件数（登録者数）年間160件
以上

生活困窮者自立支援制度に基づく事業を展開した。
・自立相談支援
・住居確保給付金の給付
・就労準備支援
・家計相談支援
・一時生活支援 Ａ

見直し・
改善

福祉課

②ひとり親家庭等への支
援の充実

ひとり親家庭等の生活の安定等を
図るため児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に児童扶養手当を支給す
る。

申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせて児童扶養手当の周知を徹底し、申
請漏れがないよう徹底した。 Ａ 継続

ひとり親家庭等の経済的負担の軽
減を図るため、医療費を助成する。

ひとり親家庭等に対し、医療費を助成す
る。

申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせてひとり親家庭等医療費助成の周知
を徹底し、申請漏れがないよう徹底した。 Ａ 継続

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり
重点目標 (1) 女性の能力発揮への支援

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

スキルアップを目的として認定職業
訓練機関が開催する各種講習会の
情報提供

広報上越への掲載による能力開発機会を
情報提供

スキルアップを進めるため、講座情報を広報上越に24
件以上掲載する。

求職者に対する「ハローワーク求職者支援制度」につ
いて市HPで周知を図ったが、講座情報を広報上越へ
掲載することができなった。 Ｃ 継続

広報上越に目標である24件以上の講座
情報を掲載できなかった

女性労働者の福祉増進と地位向上
に向けた女性サポートセンター事業
の開催

女性の能力発揮に向けた各種講座等を開
催する。

女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催し定員の７割以上の参加を目指すとともに、
女性の雇用に関する相談窓口を月1回事前予約制で
設置するほか、開設日以外でも相談があれば随時対
応する。

労働相談は、概ね予定通りに実施できたが、女性労
働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講座につい
ては、女性サポートセンター運営委員会の意見を反
映しながら開催したが、新型コロナウイルス感染症の
影響によりオンライン開催とした結果、目標を達成す
ることができなかった。

Ｃ 継続

参加者が定員の7割以上とならなかった
ため

女性の人材育成及び能力発揮に向
けた意識啓発

女性の人材育成及び能力発揮に向けた意
識啓発のための講座を開催する。

女性の活躍推進に向け、そのスキル向上を図るため
の講座を開催し、能力を十分発揮するための環境づく
りのための機会を提供する。（数値目標：センター講座
1講座以上）

女性の人材育成及び能力発揮、女性の活躍推進に
向けた意識啓発をテーマに取り入れた講座（センター
講座2講座、女性活躍応援セミナー1講座）を開催し
た。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

②女性の再就職への支援 女性の就労支援事業を実施 女性のための再就職支援セミナー(個人向
け)

女性のための再就職支援セミナーを開催し定員の7割
以上の参加を目指すとともに就労支援事業を実施し、
女性が再就職しやすい環境を整える。

関係機関と連携し、女性のための再就職支援セミ
ナーを開催し、女性の再就職を支援した。

Ｂ 継続

上越公共職業安定所と連携し開催した
が、セミナー参加者が6割となったため

産業政策
課

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭自立支援プログラム作成

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や
相談を行い、職業能力の向上や求職活動
を支援する。

支援が必要なひとり親の自立支援プログラムを策定
し、就労に結び付ける。

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を行
い、職業能力の向上や求職活動を支援した。

Ａ 継続 こども課

女性の再就職への支援につながる
情報の収集及び提供

国や県、関係団体などが実施する関連講
座や新たな制度などについて情報収集する
とともに、男女共同参画推進センターなどで
関連情報を提供する。

継続的に関連情報を収集するとともに、配置物の定
期的な入れ替えを行い、市民に最新の情報を提供す
る。

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新たな
制度などの情報を収集するとともに関連情報を提供
し、女性の再就職への支援を進めた。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

こども課

産業政策
課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

①女性の人材育成に向け
た各種講座の開催

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり
重点目標 (2) 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性の参画推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

農業経営に対する女性参画の推進 新潟県農村地域生活アドバイザーを確保
する。

農業経営における女性参画を推進するため、新潟県
農村地域生活アドバイザーを確保する。
（数値目標）認定者数：1人

新潟県農村地域生活アドバイザーの確保に向けて県
振興局と連携し、候補者を複数人選定し呼び掛けを
行い、女性の参画推進を図ったが、アドバイザーの確
保には至らなかった。 Ｃ 継続 農政課

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(3)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内へ
の情報提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や各
種講座・研修等の講師の候補者などとして活用しても
らう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図った。（活用実績：2件） Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

②女性の参画情報の調
査、公表

次世代育成支援対策推進法に基づ
く第2次上越市特定事業主行動計画
の実施
※Ⅰ-4-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得して
いる職員の代替として臨時職員を配置す
る。また、必要に応じて正規職員で補充す
る。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施
するとともに、育児休業者情報交換会を開
催して職員の不安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の
周知を徹底する。
･計画に基づき、制度の周知を行う。

・特定事業主行動計画に従い実施し、令和6年度を達
成年度とする各目標値の上昇を図る。

庁内掲示板に結婚や子どもの出生を掲載する際に、
結婚や育児に関する休暇制度等について周知したほ
か、職員又は職員の配偶者の出産予定を所属と人事
課で早期に把握する申出書を活用し、所属内での業
務の調整につなげ、育児休業等を取得しやすい環境
を整備するなど、特定事業主行動計画に従った取組
を実施した。

Ａ 継続 人事課

女性の参画・活躍情報の調査、公表 女性の参画・活躍情報の収集・調査を行い
公表する。

女性の参画・活躍情報を収集・調査し公表することに
より、各分野における女性の参画や活躍の現状につ
いて理解を深めてもらう。

市ホームページを通じて、各分野における女性の参
画・活躍情報を提供した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり
重点目標 (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①市の各種審議会等への
クオータ制の活用による
女性の参画推進

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(2)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内へ
の情報提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や各
種講座・研修等の講師の候補者などとして活用しても
らう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図った。（活用実績：2件） Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

市の各種委員会・審議会等における
女性委員登用率の向上

【全庁での取組】
市の各種委員会・審議会等の委員選任に
関し、改選に合わせ男女の委員比率が平
等となるよう各課に呼び掛ける。

引き続き各種審議会等における女性登用率の向上を
図るよう呼び掛けし、女性委員の登用率を現状値
（29.1%）より向上させる。

庁内に向けた「クオータ制」の趣旨及び各種審議会等
における女性登用率の向上に向けて働きかけたが、
前年度より向上させることができなかった。 Ｃ 継続

※令和3年度末の女性委員登用率
　　　・・・27.5% (前年度比0.7ポイント下
降)

全庁（取り
まとめ：男
女共同参
画推進セ
ンター）

ファミリーヘルプ保育園での一時預
かり保育の実施。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出
席する委員に対し、会議等への出席がしや
すい環境をつくる。

市主催の会議等に出席する委員に対し、会議等への
出席がしやすい状態にする。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する委員
に対し、ファミリーヘルプ保育園等の利用により会議
等へ出席しやすい環境を継続した。 Ａ 継続 保育課

市の中堅幹部として必要な行政管
理能力・政策形成能力を習得する研
修の機会を男女均等に付与し、管理
職の候補となり得る職員を育成す
る。

自治大学校へ、主任級の女性職員1人を派
遣する。

自治大学校への派遣研修に替えて別の研修機関へ
女性職員を派遣する。

地方創生時代の職員・組織を創るべく、派遣先につい
ては毎年検討・見直しを行っている。自らの政策形成
能力、調整能力等を高めるため、外部研修機関、省
庁等に女性職員を派遣した。 Ａ 継続

女性職員の積極登用 女性職員を様々な分野へ積極的に登用す
る。

女性職員数の増加に向け、受験者の女性の割合を増
加させるとともに、女性職員・男性職員の区別なく、公
正に職員を採用し、様々な分野へ積極的に登用す
る。

・職員の採用に当たり、子育て支援制度等、働きやす
い職場であることを周知した上で、受験者の能力・適
性に基づく公正な採用選考を行った。（職員採用ガイ
ドの作成・配布、各種説明会での周知、職員採用試験
の実施）
・職員の自己申告書や能力・適性を踏まえ、様々な分
野へ積極的に登用した。

Ａ 継続

人事課

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

令和3年度（実績）

②女性職員の積極的な登
用

①女性人材の情報収集、
整備、提供

－
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞

＜
事
業
別
評
価
シ
ー
ト
＞

  基本目標 ４　推進体制の整備
重点目標 (1) 男女共同参画推進センターの充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

男女共同参画に関する市の取組の
紹介

「上越市の男女共同参画の取組」冊子の作
成と配布による周知・啓発

上越市の男女共同参画に関する取組・事業内容をま
とめた冊子「上越市の男女共同参画の取組」を作成す
るとともに、その内容を上越市ホームページへ公開
し、理解を深めてもらう。

上越市の男女共同参画に関する取組の公表
・冊子「上越市の男女共同参画の取組」の作成
・上越市ホームページでの公開

Ａ 継続

男女共同参画に関する市民への啓
発
※Ⅰ-1-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を
発行し、男女共同参画推進センターの取組
及び男女共同参画に関する情報を紹介す
る。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進めた。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させた。

Ａ 継続

市民への男女共同参画に関係する
情報提供と情報発信

男女共同参画に関する図書を購入し、市民
へ情報提供と情報発信を行う。

男女共同参画に関する図書を充実させ、貸し出すこと
により、男女共同参画に関する理解を深めてもらう。
(数値目標：図書貸出数280冊以上・貸出人数90人以
上)

男女共同参画関係図書の購入及び貸出により、市民
への情報提供・情報発信を行った。（貸出156冊数、貸
出人数59人） Ｂ 継続

図書コーナーの周知を図り、引き続き市
民への利用を促していく。

②市民や活動団体への支
援

男女共同参画の活動団体への支援 ・男女共同参画推進センター登録体懇談
会・研修会の開催
・男女共同参画に関する情報の提供

登録団体への情報提供や、登録団体間の交流・連携
を図る機会を設けることにより、登録団体の企画力、
運営力向上につなげていく。（数値目標：懇談会・研修
会計4回以上開催）

男女共同参画団体の支援
・センター登録団体懇談会の開催（4回）
・各種情報の提供（随時）

Ａ 継続

センター登録団体等との連携 センター登録団体への講座の委託及び協
働による講座の運営。

講座の企画・運営を委託することにより、登録団体の
持つ専門性やネットワークの活用が図られ、市民目線
による分かりやすい講座の開催につなげる。(数値目
標：7講座委託)

市が指定したテーマに基づき、男女共同参画推進セ
ンター登録団体に企画と運営を委託し、講座を開催し
た。（7講座 9回）

Ａ 継続

  基本目標 ４　推進体制の整備
重点目標 (2) 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①市職員への研修会の実
施

セクシュアル･ハラスメント防止対策
周知

研修（特に課長級・副課長級職員対象）時
に、セクシュアル・ハラスメントの防止につ
いて周知し、課内でハラスメントが起きない
環境整備に努める。

「上越市ハラスメント防止及び対応に関する指針」（以
下、「ハラスメント防止指針」という。）を令和2年6月ま
でに策定する。
ハラスメント防止指針に基づき、職員への周知を行う
とともにハラスメントの実情を把握し、現状に即した情
報を提供できるようにする。

・主任級から課長級までの全ての階層別において、ハ
ラスメントの基礎知識及び防止に関する研修を実施し
た。
・全ての職員がハラスメントへの共通認識を持てるよ
う、ハラスメント防止指針の周知を行うとともに、職員
自ら正しい知識を習得できる環境を整備した。

Ａ 継続 人事課

広報上越やホームページの作成時
及びメディアを通じた情報発信にお
いてもジェンダーの視点で行うため、
職員研修を行う。

広報上越やホームページの作成時及びメ
ディアを通じた情報発信においてもジェン
ダーの視点で行うため、広報主任の研修を
行う。

広報上越や市ホームページなどへの情報発信につい
ては、男女共同参画に基づいた視点による表現、原
稿作成、情報提供を行う。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、
広報主任会議の開催に代えて資料を配布し、職員へ
の意識づけを図った。 Ａ 継続

広報対話
課

男女共同参画に関する保育士及び
幼稚園教諭の意識啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行
を図るため保育園及び幼稚園職員に対し
て研修会を実施する。

保育士向け研修会を開催し、第3次基本計画の趣旨、
目指す方向・取組について理解を深めてもらう。（数値
目標：1回開催）

保育士向け研修会を計画したが、新型コロナウイルス
感染拡大に伴い中止とした。

Ｃ 継続

男女共同参画に関する職員の意識
啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行
を図るため職員研修会を開催する。

職員向けの研修会を開催し、第3次基本計画の趣旨、
目指す方向・取組について理解を深めてもらう。（数値
目標：1回開催）

職員向け研修会を計画したが、新型コロナウイルス感
染拡大に伴い中止とした。

Ｃ 継続

男女共同
参画推進
センター

男女共同
参画推進
センター

男女共同
参画推進
センター

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和3年度（実績）

①男女共同参画に関する
情報発信の強化

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

令和3年度（実績）
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞
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事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

②男女共同参画の考え方
に基づいた施策の推進

職場における旧姓使用 職員から申請のあった旧姓使用について、
業務上の支障又は混乱を招く恐れがない
かを確認し、可否を判断する。

現行の制度を継続して実施する。 現行制度を継続して実施した。

Ａ 継続 人事課

男女共同参画に係る市民意識の把
握

・男女共同参画推進センター講座・出前講
座の参加者に対し、アンケートを実施する。
・上越市における男女共同参画全般に関す
る市民意識調査を実施する。

講座参加者へのアンケートを通じて、男女共同参画に
関する市民の意識・現状を把握し、男女共同参画事
業の参考とする。

・各種講座参加者に対し、講座の感想及び男女の地
位の平等感についてアンケートを実施し、意識・現状
を把握した。
・上越市における男女共同参画全般に関する市民意
識調査を実施した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

情報発信時におけるジェンダー視点
でのチェック

【全庁での取組】
広報じょうえつやホームページ作成時及び
メディアを通じた情報発信、周知文書等常
にジェンダーの視点からチェックする。

職員に対しジェンダーガイドラインに関する意識付け
のための情報提供を行い、職員一人一人からその意
識を持ってもらう。

ジェンダーガイドラインに関する職員向けの継続的な
周知と情報提供を行い、意識啓発を図った。

Ａ 継続

全庁（取り
まとめ：男
女共同参
画推進セ
ンター）

人間関係、セクシュアル･ハラスメン
ト等に関する悩みや不安などに適切
に対応するための職員相談窓口制
度の充実を図る。

外部・内部の相談窓口を継続し、気軽に利
用できるよう周知する。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠、
出産、育児又は介護に関するハラスメントに関する相
談に、迅速かつ適切に対応する。

・職場におけるハラスメントに関する相談窓口の周知
を図った。
・職員からの相談に迅速に応じ、適切に対応するた
め、ハラスメント相談員が相談・対応のノウハウを学
ぶことができる研修を実施した。 Ａ 継続

次世代育成支援対策推進法に基づ
く第2次上越市特定事業主行動計画
の実施
※Ⅰ-3-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得して
いる職員の代替として臨時職員を配置す
る。また、必要に応じて正規職員で補充す
る。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施
するとともに、育児休業者情報交換会を開
催して職員の不安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の
周知を徹底する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする各目標値の上昇を
図る。

庁内掲示板に結婚や子どもの出生を掲載する際に、
結婚や育児に関する休暇制度等について周知した
り、職員又は職員の配偶者の出産予定を所属と人事
課で早期に把握する申出書を活用し、所属内での業
務の調整につなげ、育児休業等を取得しやすい環境
を整備したりするなど、特定事業主行動計画に従った
取組を実施した。

Ａ 継続

子育て･介護のための休暇(ケアリン
グ休暇)取得運動の実施

子育てをしている職員やその家族、また、
介護する必要のある家族のある職員が、子
育てや介護等に関わるために、子育て･介
護のための休暇(ケアリング休暇)を積極的
に取得するなど、休暇を取得しやすい環境
づくりを行い、職場全体で支援する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする目標値、「職員一
人当たりの年次休暇取得日数平均12日」を目指す。

年次有給休暇の取得日数を一層推進するため、5日
程度の指定休暇日をあらかじめ指定するなど、特定
事業主行動計画に従った取組を実施した。

Ａ 継続

男女双方の視点に配慮した避難所
の運営

女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の確
保などに配慮するとともに、職員配置の男
女バランス、相談体制の整備、避難住民に
よる避難所管理組織に対しての男女共同
参画の配慮など、男女のニーズの違い、男
女双方の視点等に立った避難所運営を図
る。

集中保管施設で保管している更衣室(兼授乳室)のほ
か、要配慮者物資としてH29年度配備した間仕切りを
活用し、プライバシー等に配慮した避難所運営に役立
てる。

集中備蓄のほか、要配慮者物資として間仕切りを各
避難所に配備を継続し、男女双方の視点に配慮した
避難所運営を図った。

Ａ 継続

女性等のニーズに対応した災害時
備蓄品の確保

女性や子育て家庭のニーズに対応した災
害時備蓄品について、計画的な確保に努
める。

女性や子育て家庭のニーズに対応した災害用備蓄物
資を平成26年度に購入し、市内16か所の拠点施設に
配備した。今後も引き続き配備を継続する。

引き続き要配慮者物資の維持管理を継続し、女性や
子育て家庭のニーズの対応に努めた。（粉ミルクは毎
年度更新）

Ａ 継続

人事課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（実績）

危機管理
課
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＜第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績＞
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分野Ⅱ　配偶者等からの暴力防止・被害者支援
  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (1) 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

女性に対するあらゆる暴力の根絶と
防止に向けた啓発

情報紙に女性に対する暴力の根絶と防止
の記事を掲載し、意識啓発を図る。

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」に暴力防止
に向けた特集記事と女性相談窓口の案内を掲載し、
暴力の防止に向けた啓発活動を実施する。（数値目
標：特集記事を1回、女性相談窓口の案内は毎回掲
載）

情報紙を通じたＤＶ防止に関する啓発
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」への継続的
な記事掲載（9/25号）を通じて、DVを始めとする主に
女性に対する暴力防止について啓発した。（9月号に
特集記事、相談窓口の周知は毎回掲載）

Ａ 継続

女性に対するあらゆる暴力の根絶と
防止に向けた講座の開催

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防止を
図るための講座を開催する。

センター講座及び出前講座の開催を通じて、女性に
対する暴力の根絶と防止に向けた意識醸成につなげ
てもらうための機会を提供する。（数値目標：センター
講座と出前講座を合わせて1講座以上）

ＤＶ防止をテーマに取り入れた講座の開催
・男女共同参画推進センター講座　1講座
・学校・企業・地域等を対象とする出前講座（講師の派
遣）　4講座 Ａ 継続

②セクシュアル・ハラスメ
ント等の防止に向けた啓
発

セクシュアル・ハラスメントの防止に
向けた意識啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向けた
意識啓発用ＤＶＤの貸し出しや、出前講座
の開催働きかけを行う。

出前講座の開催を中心に、セクシュアル・ハラスメント
の防止意識を高めるための機会を提供する。（数値目
標：センター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

セクシュアル・ハラスメント防止に向けた啓発
・出前講座（3回）の開催

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり
重点目標 (2) 相談窓口の充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①女性相談事業の充実 女性に対するあらゆる暴力の根絶
に向けた女性相談の充実

女性相談員が各種研修会に参加し、ＤＶ等
に関する知識の習得や資質の上乗せを図
る。

各種研修会の参加を通して、女性相談員としての知
識や資質の上乗せを図り、複雑かつ困難化している
ケースに適切に対応できる状態にする。

国・県などが主催するＤＶ防止、被害者支援に関する
研修会に参加し、知識の習得などに努めた。

Ａ 継続

女性相談窓口の周知 女性相談カードや周知ポスターの作成を通
じて、相談窓口の周知を充実する。

女性相談カードや啓発用リーフレットのほか、大型パ
ネルの掲出など、女性の目に届きやすい方法で相談
窓口やＤＶに関する情報を提供することにより、認知
度を向上させ、一人で悩むことなく相談ができる状態
にする。

・女性相談カードの配布（市内施設・医療機関・スー
パーなどに配置）
・啓発リーフレットの作成及び配布（6,000部）
・女性相談やＤＶなどについて周知するポスターの講
座等での活用（センター講座や出前講座での活用、市
民プラザのイベントでの活用、女性相談窓口への掲
出）

Ａ 継続

女性に対するあらゆる暴力の根絶
に向けた他の相談機関との連携・協
力

ＤＶ被害者への的確な支援を行うため、被
害者の安全と円滑な庁内連携体制の確保
を図るとともに、関係課職員のＤＶに関する
知識を高める。

関係者間において、ＤＶ防止、被害者支援に関する情
報共有と連携体制を確認することにより、相談者・被
害者の意向や事情に沿った支援につなげられる状態
にする。

ＤＶ防止、被害者支援の関係課で組織する「DV防止
庁内連絡会議」を計画したが、新型コロナウイルス感
染拡大に伴い中止とした。後日、資料を配付すること
で、庁内連携体制の確保と情報共有を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

女性をはじめ市民を対象とした相談
窓口の充実

・相談に的確に対応できるよう職員の資質
向上を図る。
・相談窓口の周知に努める。

関係機関と連携しながら、子育てに関する相談に応じ
ることで、子育てに不安や負担を抱える保護者が必要
な支援を受けられる状態にする。

関係機関と連携しながら、相談窓口等の周知を行うと
ともに、子育てに関する相談に対応し、子育て不安の
解消につなげた。

Ａ 継続

健康づくり
推進課、
すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

介護者と被介護者の暴力(身体的暴
力、言葉による暴力、介護放棄等)
の根絶をめざし、相談･支援体制を
確立

・職員の資質向上。
・関係機関、関係課との連携、相談窓口の
周知に努める。

虐待の通告を受けた際は、高齢者虐待防止マニュア
ル等を活用し、適切かつ迅速に対応する。
また、関係者間で情報を共有し、適切な支援を継続し
て実施する。

虐待の通告を受けた際は、地域包括支援センター等
の関係機関と連携し、迅速かつ適切な支援・対応を
行った。

Ａ 継続

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター、高
齢者支援
課

男女共同
参画推進
センター

令和3年度（実績）

②その他相談機関との連
携

男女共同
参画推進
センター

　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画
担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向

令和3年度（実績）

①配偶者等からのあらゆ
る暴力の根絶と防止に向
けた啓発
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  基本目標 ２　被害者等への支援
重点目標 (1) 発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①制度や体制、法律の認
知のための周知活動の推
進

ＤＶに関する制度や法律の周知 情報紙やパンフレット等により、制度や法律
等の概要について掲載し、市民への周知を
図る。

ＤＶの実態や、相談窓口ついての内容を記載し、配偶
者等への暴力は犯罪行為であり、決して行ってはなら
ないことを市民に周知する。(数値目標：特集記事掲載
1回)

ＤＶに関する制度などの周知
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」や、パネ
ル・ポスターのほか、パンフレットを活用した制度周知
を行った。（情報紙9月号に掲載） Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

②被害者への安全確保の
ための情報提供

女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律の規
定に基づき、女性相談員を設置し売
春の防止や配偶者等からの暴力防
止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
･その他：安全確保を図るための関係機関
との連絡・連携

様々な不安や悩みを抱える相談者に対し、適切な指
導・助言を行うとともに、必要に応じて関係機関及び、
庁内関係課等とも連携を図り、相談者の意向に沿った
支援ができる状態を維持する。
（数値目標：女性相談と関係機関等との連携不足に起
因する苦情件数0件）

女性相談窓口の設置
･3人の相談員を配置
･相談日時は、年末年始などを除く月曜～土曜の9時
～17時まで（火曜日は19時まで）
･電話及び来所相談のほか、市の施設などへ出向く出
張相談を実施し、相談者への支援を行った。（女性相
談と関係機関等との連携不足に起因する苦情なし）

Ａ 継続

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援 DV被害者の安全確保を図るため、一時保
護施設や警察等関係機関との連携を図る
とともに、緊急一時保護に係る生活費を貸
与する体制を取る。

被害者の安全を確保するため、緊急一時保護者生活
支援費を直ちに貸与できる状態を維持する。

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援策として、要綱に基づ
き、被害者の安全確保のための経費3万円を用意し、
緊急時における体制を維持した。（貸出実績なし） Ａ 継続

女性をはじめ市民を対象とした相談
窓口の充実

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎週金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民の多様な民事に係る相談に迅速な対応ができる
よう情報収集に努めるとともに、庁内関係課との連携
体制を維持する。

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎月第1～第4金曜日の午後（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

Ａ 継続
市民相談
センター

  基本目標 ２　被害者等への支援
重点目標 (2) 自立への支援

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①生活再建への支援 女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止
や配偶者等からの暴力防止、被害
者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
・その他：生活再建に向けた情報を提供す
るため、関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、相談内容に応じて、各
関係機関とも連携を図りながら、個々のケースに対応
した生活再建に向けて助言できる状態を維持する。

ＤＶ被害者に対する生活再建支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）
～個々のケースに応じて関係機関との連携を図りな
がら支援に取り組んだ。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②同伴者への支援 女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止
や配偶者等からの暴力防止、被害
者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
・その他：生活再建を行うにあたり、同伴者
も多大な影響があることから、それを支援
するため、関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、同伴者に対しても、相談
内容に応じて、各関係機関とも連携を図りながら、
個々のケースに対応した生活再建に向けて助言でき
る状態を維持する。

ＤＶ被害者の同伴者支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）
～個々のケースに応じて関係機関との連携を図りな
がら支援に取り組んだ。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

令和3年度（実績）

令和3年度（実績）

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

男女共同
参画推進
センター
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　第3次基本計画に基づく令和3年度取組実績について

■全庁的に取り組むべき施策に関する集約結果と結果に基づく評価

施策の方向 事業内容 事業計画

達成
1人以上

登用

未達成
委員への
登用なし

合計

■参考資料（審議会等における現状）

※地域協議会を除いた女性登用率 ： 30.0％

各課事業等の集約結果

9審議会等
(7.3%)

＜クオータ制の考え方＞
委員が同数（定数が奇数である時は、男女の数の差が1人であ
ること。）となるよう配慮すること。

Ⅰ 男女が等しく参画するための社会環境整備
 ３ 女性が活躍できる社会づくり
  (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大
   ① 市の各種審議会等へのクオータ制の活用による
　　  女性の参画推進

市の各種委員会・審議会等にお
ける女性委員登用率の向上

市の各種委員会・審議会等の委
員選任に関し、改選に合わせ男女
の委員比率が平等となるよう各課
に呼び掛ける。

114審議会等
(92.7%)

クオータ制達成状況 女性委員の登用状況

22審議会等
(17.9%)

101審議会等
(82.1%)

123の審議会等

－
16

－

33人 7人 40人

82.5% 17.5%

305人 72人 377人

80.9% 19.1%

69.6% 30.4%

72.5% 27.5%

執
行
機
関

1.地方自治法第180条の5第1項に規定する執行機関
　・教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員
2.地方自治法第180条の5第3項に規定する執行機関
　・農業委員会、固定資産評価審査委員会

6

執行機関、審議会等 区分別登用状況（R4.3.31現在）

法令等に基づく執行機関、審議会等の区分 審議会等 男性 女性 合計

附
属
機
関

3.地方自治法第202条の5第1項に規定する地域協議会
　・地域自治区に置く地域協議会

28

4.地方自治法第202条の3の規定に基づき条例で設置する審議会及び要綱等
に基づく私的諮問機関等
　・上越市特別職報酬等審議会　など

89
370人 1,216人

123
1,184人 449人 1,633人

846人 女性委員の構成比が10％以下（11）

上越市国民保護協議会、上越市国民保護協議会

幹事会、上越市防災会議、浦川原区地域協議

会、大島区地域協議会、中郷区地域協議会、板

倉区地域協議会、津有区地域協議会、上越市都市

計画審議会、上越市美術展覧会運営委員会、上

越市農業委員会

女性委員が不在（9）

上越市地域公共交通活性化協議会、八千浦区地

域協議会、上越市クリーンセンター生活環境保

全協議会、上越地域予防接種健康被害調査委員

会、上越ものづくり振興センター運営協議会、

上越市第三セクター等評価委員会、上越市漁港

運営協議会、上越市水道水源保護審議会、上越

市新型コロナウイルス感染症対策専門家会議



　　第3次基本計画に基づく令和4年度実施計画【総括表】
･･･女性活躍推進に関連する重点目標

施　策　の　方　向【35】 事業数

①広報などを通じた継続的啓発活動の推進 3

②男女共同参画の基本的知識の周知啓発の推進 1

①出前講座など地域への積極的な啓発活動の実施 5

②あらゆる分野における固定的性別役割分担意識解消への周知啓発活動の
  実施

2

①男性における男女共同参画の意義の理解促進 1

②男性の家事・育児・介護等への参画の促進 2

①保育園、幼稚園及び学校教育の場における男女平等教育の徹底 3

②教育関係者への意識啓発と男女平等教育に関する調査研究の充実 3

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 4

②男女の均等な待遇の確保など男性中心型労働慣行の改善の更なる推進 4

③職場におけるあらゆるハラスメントの防止の取組 1

①男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の充実 6

②男女共同参画の視点に立った介護支援施策の充実 1

①女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
　ツ）の普及啓発

2

②生涯を通じた健康保持への支援及び健康相談の充実 9

①生活困窮者の自立促進の支援 1

②ひとり親家庭等への支援の充実 2

①女性の人材育成に向けた各種講座の開催 3

②女性の再就職への支援 3

①女性人材の情報収集、整備、提供 2

②女性の参画情報の調査、公表 2

①市の各種審議会等へのクオータ制の活用による女性の参画推進 3

②女性職員の積極的な登用 2

①男女共同参画に関する情報発信の強化 3

②市民や活動団体への支援 2

①市職員への研修会の実施 4

②男女共同参画の考え方に基づいた施策の推進 8

①配偶者等からのあらゆる暴力の根絶と防止に向けた啓発 2

②セクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた啓発 1

①女性相談事業の充実 2

②その他相談機関との連携 3

①制度や体制、法律の認知のための周知活動の推進 1

②被害者への安全確保のための情報提供 3

①生活再建の支援 1

②同伴者への支援 1

93

施策の分野【2】 基 本 目 標【6】 重　点　目　標【17】

Ⅰ
 男女が等しく参画す
 るための社会環境整
 備

1

 男女共同参画を正しく理解で
 きる社会づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：8
 ► 事業数：20

(1)  男女共同参画についての理解の促進

(2)

(1)  女性の能力発揮への支援

(2)
 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性
 の参画推進

 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

(3)  男性にとっての男女共同参画の推進

(4)  子どもへの意識啓発の推進

(2)

(2)  自立への支援

 労働環境の見直しの推進

(4)
 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の
 整備

 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

 子育て、介護への支援の充実

(3)  生涯を通じた女性の心と体の健康支援

合計（重複登載分を除く合計）

Ⅱ
 配偶者等からの暴力
 防止・被害者支援

1

 暴力を許さない社会づくり

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：8

(1)  暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

(2)  相談窓口の充実

2

 被害者等への支援

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：6

(1)  発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

4

 推進体制の整備

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：17

(1)  男女共同参画推進センターの充実

(2)  男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

2

 男女共同参画を実践できる環
 境づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：9
 ► 事業数：31

3

 女性が活躍できる社会づくり

 ► 重点目標：3
 ► 施策の方向：6
 ► 事業数：15

(1)

(3)

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

－
1
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分野Ⅰ　男女が等しく参画するための社会環境整備
  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

  重点目標 (1) 男女共同参画についての理解の促進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

市役所での男女共同参画に関する情
報提供と啓発

市役所市民課ロビー及び市民プラザ男女共同参
画推進センターにおいて、センターの取組や講座
情報、各種団体の情報などを適宜分かりやすく工
夫しながら配置し、市民向けに情報提供する。

男女共同参画に関する意識啓発を図るため、より分
かりやすく適時適切に情報提供する。

継続的な男女共同参画に関する情報の提供により
市民への意識啓発を図る。
・男女共同参画週間（6月）、女性に対する暴力の防
止（11月）、図書コーナーの利用促進など

男女共同参画に関する市民への啓発
※Ⅰ-4-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を発行し、
男女共同参画推進センターの取組及び男女共同
参画に関する情報を紹介する。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行に
より市民への啓発を進める。（年4回・町内会班回覧
は年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させる。

男女共同参画に関係する図書・参考資
料等を閲覧・貸与するスペースの設置

男女共同参画に関係する図書・参考資料等を閲
覧・貸与するスペースを設ける。

引き続き、職員図書室に専用のスペースを設け、図
書・参考資料等を陳列することにより、職員への啓発
を推進する。

職員図書室に専用のスペースを設け、図書・参考資
料等を陳列することにより、職員への啓発を推進す
る。

人事課

②男女共同参画の基本的知識の周
知啓発の推進

男女共同参画の基本的知識の周知 男女共同参画の基本的知識の周知を目的とした
講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画推進に関する意
義や、基本的知識について理解を深めてもらうため
の機会を提供する。（数値目標：センター講座全体で
7講座以上）

男女共同参画推進センター講座を開催し、男女共同
参画の基本的知識の周知を図る。
・センター登録団体委託：7講座
・(公財)新潟県女性財団との共催・協力開催：各1講
座
※センター講座については、男女共同参画の周知啓
発を図るよう、センター登録団体とのヒアリングを行
い実施する。

男女共同参
画推進セン
ター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (2) 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

事業内容 事業計画 目標 取組内容

地域や団体から申し込みを受け、人権
啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催

地域や団体から申し込みを受け、人権啓発ＤＶＤを
上映する地域人権懇談会を開催

地域等で人権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催し、参加者の男女共同参画の意義などについ
て、関心や理解を深める。（数値目標：7回開催）

・民生委員児童委員協議会や町内会、事業所等で開
催（目標：7回）し、参加者の男女共同参画の意義な
どについて、関心や理解を深める。

人権・同和対
策室

地域において男女共同参画を応援して
いただける人材の育成

男女共同参画サポーターを対象に、地域へ男女共
同参画の輪を広げていくための研修会及び懇談会
を開催する。

研修会・懇談会をを通じてサポーター自身の知識を
高めながら、男女共同参画の輪を広げてもらえるよう
な環境を整える。（数値目標：懇談会・研修会を計4回
以上開催）

・男女共同参画サポーターを対象に、研修会及び懇
談会を開催するほか、各種講座参加者に対しサポー
ターの登録を呼びかけ、人材の育成を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

保護者への啓発方法や連携方法を工
夫する。

保護者に啓発する。 男女共同参画への理解を深めるために、各学校が
男女平等教育の授業を年1回以上公開する。

年間計画に男女平等教育の授業を位置付けさせ、授
業参観日等に保護者や地域の方々に授業を公開す
るように各学校を指導することにより啓発を進める。 学校教育課

小学校を会場に、人権を考える講話会
を開催

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考
える講話会を開催する。

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考え
る講話会を17小学校区で開催する。

17小学校区で人権を考える講話会を開催し、啓発を
進める。 社会教育課

地域等に向けた男女共同参画の意識
啓発

地域等に向けた男女共同参画の啓発活動や出前
講座（講師の派遣）を開催する。

地域における男女共同参画の啓発活動として、地域
住民や町内会などが開催する勉強会や研修会など
に講師を派遣する出前講座の実施を通じて、市民へ
の意識浸透を図る。（数値目標：出前講座全体で18
講座以上）

男女共同参画出前講座の開催し市民への意識浸透
を図る。
（企業や学校・町内会などが開催する男女共同参画
に関する勉強会・研修会などに講師を派遣）

男女共同参
画推進セン
ター

性別に関係なく、消防団員の入団を促
進する

出初式、商業施設、新しい社会人を励ますつどい
会場などで実施する入団促進活動に合わせて、市
民へ消防団活動は性別に関係なく活躍できること
を周知する。

消防団の活動は女性も参加･活躍できることを周知
し、男性に限った活動ではない旨を市民へ意識啓発
する。（数値目標：周知実施 2回以上）

出初式、商業施設、新しい社会人を励ますつどい会
場などで消防団員の入団促進活動に合わせて、啓
発チラシの配付等を行い、消防団活動は性別に関係
なく活躍できることを周知する。

危機管理課

固定的性別役割分担意識解消に関す
る意識啓発

固定的性別役割分担意識解消をテーマとする講座
の開催や、情報提供を行う。

講座の開催や情報提供を通じて、あらゆる分野にお
ける固定的性別役割分担意識解消に向けた意識醸
成を図る。（数値目標：センター講座と出前講座を合
わせて1講座以上、情報紙への記事掲載1回以上）

・固定的性別役割分担意識解消をテーマに取り入れ
た講座の開催、及び、情報紙の発行を通じた情報提
供により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

令和4年度実施計画

①出前講座など地域への積極的な
啓発活動の実施

②あらゆる分野における固定的性
別役割分担意識解消への周知啓発
活動の実施

①広報などを通じた継続的啓発活
動の推進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和4年度実施計画

男女共同参
画推進セン
ター
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  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (3) 男性にとっての男女共同参画の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①男性における男女共同参画の意
義の理解促進

男性に向けた男女共同参画の意識啓
発

情報紙に、男性に向けた男女共同参画の意識啓
発記事を掲載する。

情報紙に男性に向けた啓発記事を掲載し、男女共同
参画の意義などについて理解を深めてもらう機会を
提供する。（数値目標：1回以上掲載）

男女共同参画情報紙「ウィズじょうえつからのおたよ
り」への男性向け啓発情報を掲載し理解促進を図
る。

男女共同参
画推進セン
ター

父子手帳の配布及びすくすく赤ちゃん
セミナーにおける意識啓発

父親の積極的な育児参加と家族ぐるみの健康づく
りを推進するため、子どもの発育・発達や子育てに
関する情報を掲載した父子手帳を配布すると共
に、すくすく赤ちゃんセミナーにおける意識啓発を
行う。

すくすく赤ちゃんセミナーでは、父親の育児参加と家
族ぐるみの健康づくりに関する内容を盛り込み、夫婦
で参加しやすいよう土日開催を継続する
妊娠届出時において、父子手帳の配布を通し、父親
の育児参加について啓発を行う。

・すくすく赤ちゃんセミナー土日開催：2回目年間18回
（全30回）、3回目年間18回（全42回）、及び、妊娠届
出時やセミナーにおいて父子手帳の活用を促すこと
により、父親への意識啓発を行う。

健康づくり推
進課

男性の家庭生活、子育てへの参画促進
のための意識啓発

男性の家庭生活、子育てへの参画の促進に向け
た講座を開催する。

講座の開催を通じて、家庭生活や、子育てへの参画
促進のきっかけづくりを図る。（数値目標：センター講
座1講座以上）

「男性の家庭生活、子育てへの参画の促進」をテー
マに取り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (4) 子どもへの意識啓発の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①保育園、幼稚園及び学校教育の
場における男女平等教育の徹底

乳幼児期からの男女平等の意識の啓
発と情報の提供

保育所保育指針に基づき、子どもの性差や個人差
にも留意しつつ、性別などによる固定的な意識を
植え付けることがないよう配慮しながら、保育を実
施する。

園行事においての選曲や児童の役割分担を決める
際は、男女の分け隔てなく行うとともに、日々の保育
についても「男の子らしさ、女の子らしさ」といった固
定的な考えを持たないように配慮しながら援助する。

子どもの性差や個人差にも留意しつつ、性別などに
よる固定的な意識を植え付けることがないよう配慮し
ながら、保育を実施する。

保育課

担当者を中核とした男女平等教育の推
進

園内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育の推進のために、年間2回以上男女平
等教育を含む人権教育、同和教育の園内研修会を
行う。

年間計画に基づき、男女平等教育に関する研修会を
実施するように幼稚園を指導する。

男女平等教育の全体計画に基づいた
授業実践

全体計画に基づいて確実に授業実践を行う。 男女平等教育の全体計画に基づき、各教科領域で
指導するとともに、年1回以上男女平等教育の授業を
行う。

男女平等教育の全体計画に基づき授業実践が行わ
れるように各学校を指導する。

担当者を中核とした男女平等教育の推
進

校内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育に関する意識啓発を図るために、男女
共同参画推進担当者、人権教育担当者が、校外の
研修に年間1回以上参加し、その成果を確実に伝達
する。

担当者が校外の男女平等教育に関する研修に参加
するよう、各学校に指導する。

各学校における教育関係者の男女平
等教育推進状況アンケート調査の実施

学校における男女平等教育の現状と進捗状況を
提示することにより、教育関係者の意識啓発を図
る。

男女平等教育推進状況アンケートを年1回以上実施
し、現状と進捗状況を明らかにし、教育関係者の意
識を高める。

男女平等教育推進状況アンケートを実施させ、その
結果を学校評価に生かすよう、各学校に指導する。

「男女平等」をテーマとする意識啓発 講座の開催や、「男女平等」に関連する情報の提
供を通じて意識啓発を図る。

講座の開催や情報提供を通じて、「男女平等」に関す
る理解を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：
センター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

・「男女平等」をテーマとする講座の開催（センター講
座、出前講座）、及び、国・県、関係団体、男女共同
参画推進センターからの関連情報の提供を通して意
識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画

②男性の家事・育児・介護等への参
画の促進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

②教育関係者への意識啓発と男女
平等教育に関する調査研究の充実

学校教育課

学校教育課

年
度
実
施
計
画
＞

＜
第
3次

男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
に
基
づ
く
令
和
4
年
度
実
施
計
画
＞

－
19－



  基本目標 ２ 　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (1) 労働環境の見直しの推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 こころの健康づくりや自殺予防のための
基盤整備を推進

地域での自殺予防対策の推進
関係機関等とのネットワークの強化を図り、包括的
な自殺予防対策の基盤整備を推進し、自殺者の減
少を目指す。
こころの健康サポートセンターでの相談

行政機関の各部署や地域の関係機関と連携しなが
ら自殺リスクのある人を早期に発見できるよう努める
とともに、精神保健や自殺予防に対する正しい知識
の普及・啓発を図る。

すこやかなくらし包括支援センターや健康づくり推進
課において、こころの相談に対応し、適切な支援につ
なげる。
自殺予防対策連携会議を開催し、関係機関との情報
共有等を行うほか、併せて自殺予防研修会など、地
域における自殺予防対策を推進する。

すこやかなく
らし包括支援
センター・健
康づくり推進
課

事業者等へのワーク・ライフ・バランス
に関する意識啓発

事業者等に対する意識啓発のための広報誌や
ホームページによる周知

職場環境の改善に向けて、ワーク・ライフ・バランス
等の講座を開催し定員の7割以上の参加を目指す。

広報誌や市ホームページへ掲載するとともに事業所
へのチラシの配布により周知及び働きかけを行うほ
か、事業所向けの講座を開催し意識啓発を図る。

仕事と育児･介護の両立のための情報
提供

関係機関と連携し、情報提供を行う。 仕事と育児・介護の両立について、適切な理解や実
施が進むよう定期的な情報提供を行う。

市ホームページで仕事と育児・介護の両立について
の情報等を掲載し、広く周知を行う。

ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓
発

ワーク・ライフ・バランスや職場におけるあらゆるハ
ラスメント防止意識浸透のための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

ワーク・ライフ・バランスをテーマに取り入れた講座の
開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②男女の均等な待遇の確保など男
性中心型労働慣行の改善の更なる
推進

新潟労働局、新潟県、関係機関等の行
う労働環境を向上させる取組の啓発、
情報提供

事業や制度を効果的に周知するたの広報誌や
ホームページへの掲載及びポスターの貼り出しや
チラシの配置

労働環境の改善に向けて、定期的な情報提供を行
う。

関係機関が実施する取組や制度について、市ホーム
ページ等を利用して広く周知し、労働環境の改善を
進める。 産業政策課

育児･介護休業法に規定された努力事
項実施事業者に対し、建設工事の入札
参加資格者の格付けのための総合評
点に加点を行う。

建設工事入札参加資格者が、育児･介護休業法に
規定された努力事項に取り組んでいる場合、入札
参加者の格付けに際し当該事業者の総合評点へ
加点を行う。

市が発注する建設工事の入札参加資格に男女共同
参画の視点を加点し、育児･介護休業法に規定され
る努力事項の取組促進を図る。

引き続き、市ホームページで入札契約制度の概要を
掲載し、育児･介護休業法に規定された努力事項実
施に対する加点制度を周知していく。 契約検査課

家族経営協定締結による女性農業者
の経営参画の推進

農業委員会だよりに家族経営協定を周知する記事
を掲載する。
協定締結の意義を農業委員・農地利用最適化推
進委員の相談活動を通じて伝える。

家族経営協定について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに協定に関する記事を掲載するこ
と、及び、農業委員・農地利用最適化推進委員が相
談活動を通じて協定締結の意義を伝えることにより、
女性農業者の経営参画に取り組む。

農業者年金加入による女性農業者の
老後の経済基盤の強化

農業委員会だよりに農業者年金を周知する記事を
掲載する。
農業者年金加入のメリットを農業委員・農地利用最
適化推進委員の相談活動を通じて伝える。

農業者年金について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに農業者年金に関する記事を掲載
すること、及び、農業委員・農地利用最適化推進委
員が相談活動を通じて農業者年金加入のメリットを
伝えることにより、女性農業者の老後の経済基盤の
強化に取り組む。

③職場におけるあらゆるハラスメン
トの防止の取組

職場におけるあらゆるハラスメント防止
に関する意識啓発

職場におけるあらゆるハラスメント防止意識浸透の
ための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

職場におけるあらゆるハラスメント防止をテーマに取
り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

産業政策課

農業委員会
事務局

令和4年度実施計画
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  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (2) 子育て、介護への支援の充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

① 男女共同参画の視点に立った子
育て支援施策の充実

(事業名)子育てセミナー、ベビー健康プ
ラザ
(目的)子育てに関する知識の習得や育
児不安の解消と楽しく子育てができる環
境づくりを推進する。

・子育てセミナーを開催
・ベビー健康プラザを開催

・子育てに関する各種講座を実施し、子育ての不安
感や孤立感の緩和を図る。
・乳児を抱える保護者に、子育てに関する知識の普
及を図る。

子育てセミナー（年10回）、ベビー健康プラザ（年12
回）の開催により、子育ての不安感や孤立感の緩
和、子育てに関する知識の普及を図る。

(事業名)ファミリーサポートセンター運営
事業
(目的)地域の子育ての相互援助活動を
支援することにより、仕事と育児を両立
させ、安心して働くことのできる環境づく
りを推進する

新規の提供会員数を増やすとともに、依頼会員の
ニーズに見合った提供会員を紹介する。

新規の提供会員を増やすとともに、依頼会員のニー
ズに見合った提供会員の紹介率を100％とする。

依頼会員からのニーズに対応できるよう提供会員数
を確保するため、各種団体等を対象とした説明会を
行うなど会員募集活動を強化するとともに、養成講座
や講習会を通して、提供会員の資質向上を図り、児
童の預かり時における安全性の向上につなげる。
また、7月から軽度病児・病後児の預かり及び送迎を
実施する。

放課後児童クラブにおいて、共働き家
庭が増加する中、子育てと就労の両立
支援のため、昼間保護者のいない小学
校1年～6年生を有償で預かり、児童の
健全育成を図る。

・学校と連携を図りながら、児童クラブの環境改善
に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や教育補助員との連携、
利用人数に応じたクラブ室スペースの確保、支援
を必要とする児童への対応 等)。
・指導員の資質向上（専門相談員の配置、研修会
の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

引続き、「上越市放課後健全育成事業の設備及び運
営に関する基準を定める条例」に基づき、適切かつ
効果的な運営場所の確保、支援員及び補助員の配
置を行うとともに、運営を担う支援員等の資質向上を
図る。

・学校外で開設している児童クラブを学校内への移
転に向け学校や関係機関との調整を行うほか、学校
内での調整が困難な場合には、学校近隣の公共施
設や民間施設の借上げにて調整を行い、協議が整
い次第学校内への移転を行う。
・支援員等研修会を年2回以上行い、支援員等の資
質向上を図る。

学校教育課

児童の保育を実施するとともに、児童の
受入態勢を整備し、待機児童数ゼロを
維持する。

保育園の再配置等に係る計画に基づき公立保育
園の整備を行い、児童受入れ体制を整えるととも
に職員の適切な配置も検討する。

増加傾向にある未満児の保育ニーズに対応するた
め、児童の受入態勢を整備して、引き続き待機児童
ゼロを維持する。

未満児保育における職員の適切な配置や児童増へ
の職員配置を行い、待機児童ゼロを維持する。

・学校と連携を図りながら、児童クラブ
の環境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や
教育補助員との連携、利用人数に応じ
たクラブ室スペースの確保、支援を必
要とする児童への対応 等)。
・支援員の資質向上（専門相談員の配
置、研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

上越市保育園のあり方検討委員会から提出された
意見書に基づき、子育て支援機能の充実を図るた
めの職員体制を整える。

子育て支援機能の充実を図るための職員体制を整
え、各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態
や子どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニー
ズに対応する。

各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態や
子どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニーズ
や育児不安の解消を図る。

男女共同参画の視点に立った子育て支
援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った子育て支援に関す
る講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
子育てと仕事の両立等のポイントなどについて理解
を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：センター
講座と出前講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った子育て支援をテーマに
取り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②男女共同参画の視点に立った介
護支援施策の充実

男女共同参画の視点に立った介護支
援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った介護支援に関する
講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
介護支援の意義や重要性について理解を深めてもら
う機会を提供する。（数値目標：センター講座と出前
講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った介護支援をテーマに
取り入れた講座の開催により意識啓発を図る。 男女共同参

画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

こども課

保育課

令和4年度実施計画
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  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (3) 生涯を通じた女性の心と体の健康支援　

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①女性の性と生殖に関する健康と
権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ）の普及啓発

女性の性と生殖に関する健康と権利に
関する普及啓発及び生涯を通じた健康
保持

女性の性と生殖に関する健康と権利及び生涯を通
じた健康保持に関係する講座を開催する。

講座の開催を通じて、性と生殖に関する健康と権利
について理解と認知を高めてもらう機会を提供する。
（数値目標：センター講座と出前講座を合わせて1講
座以上）

女性の性と生殖に関する健康と権利及び健康保持を
テーマに取り入れた講座の開催により普及啓発を図
る。

男女共同参
画推進セン
ター

保健体育の授業（「心身の機能の発達
と健康」「健康な生活と疾病の予防」）及
び保健指導において、性に関する正し
い知識を指導する。

各校園ごとに性に関する指導の全体計画を作成
し、「性に関する指導」を年間計画に位置付け実施
する。

各校園における「性に関する指導」の実施率90％以
上を目指す。

・性に関する指導の全体計画の作成
・「生命の尊厳」「男女の体のつくり」「二次性徴の発
現と特徴」「性感染症」「男女の役割」等に係る授業及
び保健指導の実施

学校教育課

②生涯を通じた健康保持への支援
及び健康相談の充実

健康づくりリーダー･食生活改善推進
員･運動普及推進員の合同研修会での
啓発活動

健康づくり推進活動チーム研修会において女性の
健康づくりについて啓発する。

女性の健康づくりへの意識向上と行動変容を目的
に、健康づくり推進活動チーム研修会、食生活改善
推進員、運動普及推進員の研修会において女性の
健康づくりを含む生涯を通じた健康づくりについて啓
発を行う。

健康づくり推進活動チーム研修会、及び、食生活改
善推進員、運動普及推進員研修会の開催により啓
発活動を進める。

子宮頸がんや乳がんの女性特有のが
んを早期に発見するためがん検診を実
施する。

･子宮頸がん検診：20歳以上の女性を対象に実施
･乳がん検診：40歳以上の女性を対象に実施
・検診会場にて乳がんの自己触診方法について健
康教育を実施

上越市の死亡原因の第1位である「がん」の予防のた
めの情報提供と各種がん検診を実施することによ
り、早期発見・早期治療に結び付け、市民の健康寿
命の延伸と医療費負担の軽減を図る。
子宮頸がんと乳がんの検診受診者を受診率を前年
度より増加させる。

・受診勧奨
・インターネット予約
・無料クーポン券配布
  子宮頸がん検診（21歳のみ）
  乳がん検診（41歳のみ）
・土曜日・日曜日健診の実施

妊婦一般健康診査費用を公費負担す
ることにより、妊娠中の健康管理及び女
性の健康の保持・増進を図る。

・妊婦一般健康診査：妊娠届出を行った市民を対
象に受診票を交付する
・公費負担回数：14回

・妊婦一般健康診査費用の公費負担を継続し、妊婦
が必要な健診を受診し健康管理を行うことにより、安
心して妊娠期を過ごし出産を迎えることができるよう
にする。
・産婦健康診査において、産後うつ病スクリーニング
を実施し、支援が必要な産婦を把握する。

・妊婦一般健康診査公費負担14回、及び、妊娠届出
時における受診勧奨を行い、女性の健康の保持・増
進を図る。
・産婦健康診査公費負担１回、及び産後うつ病スク
リーニングにより支援が必要な産婦を把握し、必要な
支援につなげる。

実施主体をスポーツ協会等とし、女性
の関心が高く、参加しやすい教室等を
開催し、女性の健康増進･体力維持の
機会を提供する。

実施主体をスポーツ協会等とし、広報上越等に教
室情報を掲載し、周知を図る。

・女性が参加しやすい各種教室の開催
・市ホームページを通じた画像・動画による運動情報
の発信

・広報上越に教室情報を掲載して周知を図り、事業
の実施を支援することにより、女性の健康増進・体力
維持の機会を提供する。
・市ホームページを通じて画像・動画による運動情報
を発信する。

スポーツ推進
課

産前・産後の体調不良のため、家事や
育児が困難な家庭及び多胎児を出生し
た家庭に対して、安心して妊娠期や産
後を迎えられるよう、ホームヘルパーを
派遣する。
（産前・産後ヘルパー派遣事業）

・派遣期間：妊娠中及び産後16週以内で、60時間
を限度とする。（多胎児の場合は妊娠中及び産後1
年以内、70時間を限度）
・派遣内容：家事援助、兄姉の世話、乳児の世話、
母親への支援
・委託先：上越市社会福祉協議会他市内2事業所

関係医療機関や母子保健事業等において事業内容
の周知を図ることにより、必要な家庭がもれなく制度
を利用できるようにする。

母子保健事業における周知、及び、産科医療機関及
び関係団体への制度説明の実施により制度の適切
な利用を促進する。

「たばこと健康」に関する情報提供を行
い、禁煙への意識の向上を目指す。
女性自身の喫煙や受動喫煙による女
性(妊婦含む)の健康被害について啓発
する。

・母子健康手帳交付時やすくすく赤ちゃんセミナー
参加者に対して、禁煙・受動喫煙防止についての
資料を配付。
・健診受診者のうち、喫煙する者に喫煙による影響
についての資料を配付。
・広報誌等で喫煙及び受動喫煙による健康への影
響について情報提供を行う。

たばこと健康についての正しい知識の普及・啓発に
努め、たばこの害から市民の健康を守り、クリーンな
環境の整備に努める。

・妊産婦喫煙防止（母子手帳交付、3か月健診におい
て妊産婦等に対して、禁煙に向けた指導を行う。）、
未成年者喫煙防止、受動喫煙防止に基づき、健康被
害の啓発を進める。

助産師による女性の健康相談を行い、
思春期から妊娠・出産・育児さらに不妊
や更年期など各期の不安の軽減や知
識の普及を図る。

電話及び来所による健康相談室の開設
・月・木・金　午前9：30～11：30
・金　午後18：30～20：30（祝祭日除く、電話相談の
み）

相談先を周知し、健康相談室の適切な利用を促すと
ともに関係機関と連携をし、不安の軽減及び女性の
健康の保持・増進を図る。

母子保健事業における周知、及び、ホームページで
の周知により、女性の健康保持・増進、不安軽減を
図る。

生後4か月までの乳児のいる家庭等を
訪問し、子育て支援や発育・発達、栄養
に関する情報提供や養育環境等の把
握、必要な相談・保健指導を行う。

・妊産婦・新生児訪問指導事業：妊婦・産婦・新生
児のいる家庭を助産師が訪問する。
・こんにちは赤ちゃん事業：新生児訪問を受けてい
ない生後4か月児までの家庭を保健師等が行う。
・子育てに関する情報提供や子育て相談、個々の
発育発達にあった支援を行う。

・子育て支援や発育・発達、栄養に関する情報提供
を行うことにより、安心して育児を行うと共に母子の
健康の保持増進を図る。
・出生児の全数訪問を目指す。未訪問者に対して健
康診査やその後の訪問等により支援する。
・産婦訪問や産婦健康診査により把握した支援を必
要とする産婦に対し、授乳指導等の支援を行う。

・妊産婦・新生児訪問の実施
・こんにちは赤ちゃん訪問の実施
・未訪問者の把握及び支援の実施
・産後うつ病のハイリスク者等、支援が必要な産婦へ
の継続的な支援の実施。（助産師による継続支援を
含む）

健康づくり推
進課

健康づくり推
進課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和4年度実施計画
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中学校、高等学校を対象に、生徒自身
が心と身体の特徴を理解するとともに
次世代を生み育てる体づくりをする大事
な時期であることを認識し、望ましい生
活習慣を選択する力をつけることができ
るよう健康教育を行う。

中学校で「命、きずなを考える講座」、高等学校で
「思春期保健講座」を開催する。

次世代を生み育てるための重要な時期である中学生
及び高校生が、自分や異性の体や生命の大切さ等
を学ぶことにより、自分自身の自己肯定感を高めるこ
とができるよう支援する。

・中学校での「命、きずなを考える講座」の実施、及
び、高等学校での「思春期保健講座」の実施により健
康教育への支援を図る。

－
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  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (4) 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①生活困窮者の自立促進の支援 生活困窮者自立支援法（平成27年4月
施行）に基づき、生活困窮者に対して自
立に向けた各種の支援を行う。

生活困窮者自立支援制度による各種の支援を実
施する。

生活困窮者の状況に応じた包括的かつ継続的な支
援により、困窮状態から早期に自立できるよう支援す
る。

生活困窮者自立支援制度に基づく事業を展開する。
・自立相談支援
・住居確保給付金の給付
・就労準備支援
・家計相談支援
・一時生活支援

福祉課

②ひとり親家庭等への支援の充実 ひとり親家庭等の生活の安定等を図る
ため児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に児童扶養手当を支給する。 該当者への申請案内を確実に実施する。 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせて児童扶養手当の周知を徹底し、申
請漏れがないよう該当者への申請案内を徹底する。

ひとり親家庭等の経済的負担の軽減を
図るため、医療費を助成する。

ひとり親家庭等に対し、医療費を助成する。 該当者への申請案内を確実に実施する。 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせてひとり親家庭等医療費助成の周知
を徹底し、申請漏れがないよう該当者への申請案内
を徹底する。

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (1) 女性の能力発揮への支援

事業内容 事業計画 目標 取組内容

スキルアップを目的として認定職業訓
練機関が開催する各種講習会の情報
提供

広報上越への掲載による能力開発機会を情報提
供

該当者への申請案内を徹底する。 市ホームページで、各種支援制度の周知を図る。

女性労働者の福祉増進と地位向上に
向けた女性サポートセンター事業の開
催

女性の能力発揮に向けた各種講座等を開催する。 女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催し意識啓発を図るとともに、女性の雇用に
関する相談窓口を月1回事前予約制で設置するほ
か、開設日以外でも相談があれば随時対応する。

女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催する。事業については、女性サポートセン
ター運営委員会の意見を反映しながら実施する。

女性の人材育成及び能力発揮に向け
た意識啓発

女性の人材育成及び能力発揮に向けた意識啓発
のための講座を開催する。

女性の活躍推進に向け、そのスキル向上を図るため
の講座を開催し、能力を十分発揮するための環境づ
くりのための機会を提供する。（数値目標：センター講
座1講座以上）

女性の人材育成及び能力発揮、女性の活躍推進に
向けた意識啓発をテーマに取り入れた講座を開催す
る。

男女共同参
画推進セン
ター

②女性の再就職への支援 女性の就労支援事業を実施 女性のための再就職支援セミナー(個人向け) 女性のための再就職支援セミナーを開催するととも
に、女性が再就職しやすい環境を整える。

関係機関と連携し女性のための再就職支援セミナー
を開催し、女性の再就職への支援する。

産業政策課

母子・父子自立支援員によるひとり親
家庭自立支援プログラム作成

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を
行い、職業能力の向上や求職活動を支援する。

支援が必要なひとり親の自立支援プログラムを策定
し、就労に結び付ける。

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を行
い、職業能力の向上や求職活動を支援する。 こども課

女性の再就職への支援につながる情
報の収集及び提供

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新た
な制度などについて情報収集するとともに、男女共
同参画推進センターなどで関連情報を提供する。

継続的に関連情報を収集するとともに、配置物の定
期的な入れ替えを行い、市民に最新の情報を提供す
る。

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新たな
制度などの情報を収集するとともに関連情報を提供
し、女性の再就職への支援を進める。

男女共同参
画推進セン
ター

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画

こども課

産業政策課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

①女性の人材育成に向けた各種講
座の開催

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (2) 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性の参画推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

農業経営に対する女性参画の推進 新潟県農村地域生活アドバイザーを確保する。 農業経営における女性参画を推進するため、新潟県
農村地域生活アドバイザーを確保する。
（数値目標）認定者数；1人

新潟県農村地域生活アドバイザーの確保に向けて県
振興局と連携し、候補者を複数人選定し呼び掛けを
行い、女性の参画推進を図る。 農政課

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(3)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内への情報
提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や
各種講座・研修等の講師の候補者などとして活用し
てもらう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②女性の参画情報の調査、公表 次世代育成支援対策推進法に基づく第
2次上越市特定事業主行動計画の実施
※Ⅰ-4-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得している職員
の代替として臨時職員を配置する。また、必要に応
じて正規職員で補充する。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施するとと
もに、育児休業者情報交換会を開催して職員の不
安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の周知を
徹底する。
･計画に基づき、制度の周知を行う。

・特定事業主行動計画に従い実施し、令和6年度を達
成年度とする各目標値の上昇を図る。

職員が各種制度を利用しやすくなるよう、庁内掲示
板等を活用した制度の周知を実施するなど、特定事
業主行動計画に従った取り組みを実施する。

人事課

女性の参画・活躍情報の調査、公表 女性の参画・活躍情報の収集・調査を行い公表す
る。

女性の参画・活躍情報を収集・調査し公表することに
より、各分野における女性の参画や活躍の現状につ
いて理解を深めてもらう。

情報紙や市ホームページ等を通じて、各分野におけ
る女性の参画・活躍情報を提供する。 男女共同参

画推進セン
ター

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①市の各種審議会等へのクオータ
制の活用による女性の参画推進

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(2)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内への情報
提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や
各種講座・研修等の講師の候補者などとして活用し
てもらう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

市の各種委員会・審議会等における女
性委員登用率の向上

【全庁での取組】
市の各種委員会・審議会等の委員選任に関し、改
選に合わせ男女の委員比率が平等となるよう各課
に呼び掛ける。

引き続き各種審議会等における女性登用率の向上
を図るよう呼び掛けし、女性委員の登用率を現状値
（27.5%）より向上させる。

庁内に向けた「クオータ制」の趣旨及び各種審議会
等における女性登用率の向上に向けて働きかける。

全庁（取りまと
め：男女共同
参画推進セン
ター）

ファミリーヘルプ保育園での一時預かり
保育の実施。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する
委員に対し、会議等への出席がしやすい環境をつ
くる。

市主催の会議等に出席する委員に対し、会議等への
出席がしやすい状態にする。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する委
員に対し、ファミリーヘルプ保育園等の利用により会
議等へ出席しやすい環境を継続する。 保育課

市の中堅幹部として必要な行政管理能
力・政策形成能力を習得する研修の機
会を男女均等に付与し、管理職の候補
となり得る職員を育成する。

自治大学校へ、主任級の女性職員1人を派遣す
る。

外部研修機関、省庁等に女性職員を派遣する。 地方創生時代の職員・組織を創るべく、派遣先につ
いては毎年検討・見直しを行っている。令和4年度
は、自らの政策形成能力、調整能力等を高めるた
め、外部研修機関、省庁等に女性職員を派遣する。

女性職員の積極登用 女性職員を様々な分野へ積極的に登用する。 職員採用試験において、継続的に女性職員を採用す
るとともに、能力・適正を踏まえ、様々な分野へ積極
的に登用する。

・職員の採用に当たっては、女性受験者の増加に向
け、子育て支援制度等、女性も働きやすい職場であ
ることを周知し、受験者の能力・適性に基づく公正な
採用選考を行う。（職員採用ガイドの作成・配布、各
種説明会での周知、職員採用試験の実施）
・職員の自己申告書や能力・適性を踏まえ、様々な
分野へ積極的に登用する。

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画

人事課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

②女性職員の積極的な登用

①女性人材の情報収集、整備、提
供

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (1) 男女共同参画推進センターの充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

男女共同参画に関する市の取組の紹
介

「上越市の男女共同参画の取組」冊子の作成と配
布による周知・啓発

上越市の男女共同参画に関する取組・事業内容をま
とめた冊子「上越市の男女共同参画の取組」を作成
するとともに、その内容を上越市ホームページへ公
開し、理解を深めてもらう。

上越市の男女共同参画に関する取組の公表
・冊子「上越市の男女共同参画の取組」の作成
・上越市ホームページでの公開

男女共同参画に関する市民への啓発
※Ⅰ-1-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を発行し、
男女共同参画推進センターの取組及び男女共同
参画に関する情報を紹介する。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行に
より市民への啓発を進める。（年4回・町内会班回覧
は年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させる。

市民への男女共同参画に関係する情
報提供と情報発信

男女共同参画に関する図書を購入し、市民へ情報
提供と情報発信を行う。

男女共同参画に関する図書を充実させ、貸し出すこ
とにより、男女共同参画に関する理解を深めてもら
う。(数値目標：図書貸出数280冊以上・貸出人数90
人以上)

男女共同参画関係図書の購入及び貸出により、市
民への情報提供・情報発信を行う。

②市民や活動団体への支援 男女共同参画の活動団体への支援 ・男女共同参画推進センター登録体懇談会・研修
会の開催
・男女共同参画に関する情報の提供

登録団体への情報提供や、登録団体間の交流・連携
を図る機会を設けることにより、登録団体の企画力、
運営力向上につなげていく。（数値目標：懇談会・研
修会計4回以上開催）

男女共同参画団体の支援
・センター登録団体懇談会の開催
・研修会の実施
・各種情報の提供

センター登録団体等との連携 センター登録団体への講座の委託及び協働による
講座の運営。

講座の企画・運営を委託することにより、登録団体の
持つ専門性やネットワークの活用が図られ、市民目
線による分かりやすい講座の開催につなげる。(数値
目標：7講座委託)

市が指定したテーマに基づき、男女共同参画推進セ
ンター登録団体に企画と運営を委託し、講座を開催
する。

  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (2) 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①市職員への研修会の実施 セクシュアル･ハラスメント防止対策周
知

研修（特に課長級・副課長級職員対象）時に、セク
シュアル・ハラスメントの防止について周知し、課内
でハラスメントが起きない環境整備に努める。

・全ての職員がハラスメントへの共通認識を持てるよ
う、ハラスメント防止指針の周知を行うとともに、誰も
が正しい知識を習得できる機会を提供する。

・主任級から課長級までの全ての階層別において、
ハラスメントの基礎知識及び防止に関する研修を実
施する。
・全ての職員がハラスメントへの共通認識を持てるよ
う、ハラスメント防止指針の周知を行うとともに、職員
自ら正しい知識を習得できる環境を整備する。

人事課

広報上越やホームページの作成時及び
メディアを通じた情報発信においても
ジェンダーの視点で行うため、職員研修
を行う。

広報上越やホームページの作成時及びメディアを
通じた情報発信においてもジェンダーの視点で行う
ため、広報主任の研修を行う。

広報上越や市ホームページなどへの情報発信につ
いては、男女共同参画に基づいた視点による表現、
原稿作成、情報提供を行う。

年に1回以上広報主任会議を開催し、職員への意識
づけを図る。

広報対話課

男女共同参画に関する保育士及び幼
稚園教諭の意識啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行を図るた
め保育園及び幼稚園職員に対して研修会を実施
する。

保育士向け研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

保育士向け研修会を開催し、意識啓発を図る。

男女共同参画に関する職員の意識啓
発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行を図るた
め職員研修会を開催する。

職員向けの研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

職員向け研修会を開催し、意識啓発を図る。

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画

男女共同参
画推進セン
ター

男女共同参
画推進セン
ター

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

①男女共同参画に関する情報発信
の強化

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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事業内容 事業計画 目標 取組内容

②男女共同参画の考え方に基づい
た施策の推進

職場における旧姓使用 職員から申請のあった旧姓使用について、業務上
の支障又は混乱を招く恐れがないかを確認し、可
否を判断する。

現行の制度を継続して実施する。 現行制度の継続実施

人事課

男女共同参画に係る市民意識の把握 ・男女共同参画推進センター講座・出前講座の参
加者に対し、アンケートを実施する。
・上越市における男女共同参画全般に関する市民
意識調査を実施する。

講座参加者へのアンケートを通じて、男女共同参画
に関する市民の意識・現状を把握し、男女共同参画
事業の参考とする。

各種講座参加者に対し、講座の感想及び男女の地
位の平等感についてアンケートを実施し、意識・現状
を把握する。 男女共同参

画推進セン
ター

情報発信時におけるジェンダー視点で
のチェック

【全庁での取組】
広報じょうえつやホームページ作成時及びメディア
を通じた情報発信、周知文書等常にジェンダーの
視点からチェックする。

職員に対しジェンダーガイドラインに関する意識付け
のための情報提供を行い、職員一人一人からその意
識を持ってもらう。

ジェンダーガイドラインに関する職員向けの継続的な
周知と情報提供を行い、意識啓発を図る。 全庁（取りまと

め：男女共同
参画推進セン
ター）

人間関係、セクシュアル･ハラスメント等
に関する悩みや不安などに適切に対応
するための職員相談窓口制度の充実を
図る。

外部・内部の相談窓口を継続し、気軽に利用でき
るよう周知する。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠、
出産、育児又は介護に関するハラスメントに関する相
談に、迅速かつ適切に対応する。

・職場におけるハラスメントに関する相談窓口の周知
を図る。
・職員からの相談に迅速に応じ、適切に対応するた
め、ハラスメント相談員が相談・対応のノウハウを学
ぶことができる研修を実施する。

次世代育成支援対策推進法に基づく第
2次上越市特定事業主行動計画の実施
※Ⅰ-3-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得している職員
の代替として臨時職員を配置する。また、必要に応
じて正規職員で補充する。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施するとと
もに、育児休業者情報交換会を開催して職員の不
安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の周知を
徹底する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする各目標値の上昇
を図る。

職員が各種制度を利用しやすくなるよう、庁内掲示
板等を活用した制度の周知を実施するなど、特定事
業主行動計画に従った取組を実施。

子育て･介護のための休暇(ケアリング
休暇)取得運動の実施

子育てをしている職員やその家族、また、介護する
必要のある家族のある職員が、子育てや介護等に
関わるために、子育て･介護のための休暇(ケアリ
ング休暇)を積極的に取得するなど、休暇を取得し
やすい環境づくりを行い、職場全体で支援する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする目標値、「職員一
人当たりの年次休暇取得日数平均12日」を目指す。

年次有給休暇の取得日数を一層推進するため、5日
程度の指定休暇日をあらかじめ指定するなど、特定
事業主行動計画に従った取組を実施。

男女双方の視点に配慮した避難所の運
営

女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の確保など
に配慮するとともに、職員配置の男女バランス、相
談体制の整備、避難住民による避難所管理組織
に対しての男女共同参画の配慮など、男女のニー
ズの違い、男女双方の視点等に立った避難所運営
を図る。

集中保管施設で保管している更衣室(兼授乳室)のほ
か、要配慮者物資としてH29年度配備した間仕切りを
活用し、プライバシー等に配慮した避難所運営に役
立てる。

集中備蓄のほか、要配慮者物資として間仕切りを各
避難所に配備を継続し、男女双方の視点に配慮した
避難所運営を図る。

女性等のニーズに対応した災害時備蓄
品の確保

女性や子育て家庭のニーズに対応した災害時備
蓄品について、計画的な確保に努める。

女性や子育て家庭のニーズに対応した粉ミルクや哺
乳瓶等を平成26年度に購入し、市内16か所の拠点
施設に配備した。今後も引き続き配備を継続する。

今後も引き続き要配慮者物資の維持管理を継続し、
女性や子育て家庭のニーズの対応に努める。（粉ミ
ルクは毎年度更新）

令和4年度実施計画

人事課

危機管理課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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分野Ⅱ　配偶者等からの暴力防止・被害者支援
  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (1) 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

事業内容 事業計画 目標 取組内容

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防
止に向けた啓発

情報紙に女性に対する暴力の根絶と防止の記事
を掲載し、意識啓発を図る。

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」に暴力防止
に向けた特集記事と女性相談窓口の案内を掲載し、
暴力の防止に向けた啓発活動を実施する。（数値目
標：特集記事を1回、女性相談窓口の案内は毎回掲
載）

情報紙を通じたＤＶ防止に関する啓発
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」への継続
的な記事掲載を通じて、DVを始めとする主に女性に
対する暴力防止について啓発する。

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防
止に向けた講座の開催

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防止を図るた
めの講座を開催する。

センター講座及び出前講座の開催を通じて、女性に
対する暴力の根絶と防止に向けた意識醸成につなげ
てもらうための機会を提供す図る。（数値目標：セン
ター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

ＤＶ防止をテーマに取り入れた講座の開催
・男女共同参画推進センター講座
・学校・企業・地域等を対象とする出前講座（講師の
派遣）

②セクシュアル・ハラスメント等の防
止に向けた啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向け
た意識啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向けた意識啓
発用ＤＶＤの貸し出しや、出前講座の開催働きかけ
を行う。

出前講座の開催を中心に、セクシュアル・ハラスメン
トの防止意識を高めるための機会を提供する。（数値
目標：センター講座と出前講座を合わせて1講座以
上）

セクシュアル・ハラスメント防止に向けた啓発
・センター講座・出前講座の開催 男女共同参

画推進セン
ター

  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (2) 相談窓口の充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①女性相談事業の充実 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向
けた女性相談の充実

女性相談員が各種研修会に参加し、ＤＶ等に関す
る知識の習得や資質の上乗せを図る。

各種研修会の参加を通して、女性相談員としての知
識や資質の上乗せを図り、複雑かつ困難化している
ケースに適切に対応できる状態にする。

国・県などが主催するＤＶ防止、被害者支援に関する
研修会に参加し、知識の習得などに努める。

女性相談窓口の周知 女性相談カードや周知ポスターの作成を通じて、
相談窓口の周知を充実する。

女性相談カードや啓発用リーフレットのほか、大型パ
ネルの掲出など、女性の目に届きやすい方法で相談
窓口やＤＶに関する情報を提供することにより、認知
度を向上させ、一人で悩むことなく相談ができる状態
にする。

・啓発リーフレットの配布（市内中学校・各種施設など
に配置）
・女性相談カードの作成及び配布（2,000部）
・女性相談やＤＶなどについて周知するポスターの講
座等での活用（センター講座や出前講座での活用、
市民プラザのイベントでの活用、女性相談窓口への
掲出）

女性に対するあらゆる暴力の根絶に向
けた他の相談機関との連携・協力

ＤＶ被害者への的確な支援を行うため、被害者の
安全と円滑な庁内連携体制の確保を図るととも
に、関係課職員のＤＶに関する知識を高める。

関係者間において、ＤＶ防止、被害者支援に関する
情報共有と連携体制を確認することにより、相談者・
被害者の意向や事情に沿った支援につなげられる状
態にする。

ＤＶ防止、被害者支援の関係課で組織する「DV防止
庁内連絡会議」を開催し、庁内連携体制の確保と情
報共有を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

女性をはじめ市民を対象とした相談窓
口の充実

・相談に的確に対応できるよう職員の資質向上を
図る。
・相談窓口の周知に努める。

関係機関と連携しながら、子育てに不安や悩みを抱
える保護者の相談に応じられる状態にする。

関係機関と連携しながら、相談窓口等の周知を行う
とともに、子育てに関する相談に対応し、子育て不安
の解消につなげる。

健康づくり推
進課、すこや
かなくらし包
括支援セン
ター

介護者と被介護者の暴力(身体的暴
力、言葉による暴力、介護放棄等)の根
絶をめざし、相談･支援体制を確立

・職員の資質向上。
・関係機関、関係課との連携、相談窓口の周知に
努める。

虐待の通告を受けた際は、高齢者虐待防止マニュア
ル等を活用し、適切かつ迅速に対応する。
また、関係者間で情報を共有し、適切な支援を継続
して実施する。

・虐待の通告を受けた際は、地域包括支援センター
等の関係機関と連携し、迅速かつ適切な支援・対応
を行う。

すこやかなく
らし包括支援
センター、高
齢者支援課

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

②その他相談機関との連携

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向

①配偶者等からのあらゆる暴力の
根絶と防止に向けた啓発

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (1) 発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①制度や体制、法律の認知のため
の周知活動の推進

ＤＶに関する制度や法律の周知 情報紙やパンフレット等により、制度や法律等の概
要について掲載し、市民への周知を図る。

ＤＶの実態や、相談窓口ついての内容を記載し、配
偶者等への暴力は犯罪行為であり、決して行っては
ならないことを市民に周知する。(数値目標：特集記
事掲載1回)

ＤＶに関する制度などの周知
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」や、パネ
ル・ポスターのほか、パンフレットを活用した制度周
知を行う。

男女共同参
画推進セン
ター

②被害者への安全確保のための情
報提供

女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護等に関する法律の規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止や
配偶者等からの暴力防止、被害者の保
護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
･その他：安全確保を図るための関係機関との連
絡・連携

様々な不安や悩みを抱える相談者に対し、適切な指
導・助言を行うとともに、必要に応じて関係機関及
び、庁内関係課等とも連携を図り、相談者の意向に
沿った支援ができる状態を維持する。
（数値目標：女性相談と関係機関等との連携不足に
起因する苦情件数0件）

女性相談窓口の設置
･3人の相談員を配置
･相談日時は、年末年始などを除く月曜～土曜の9時
～17時まで（火曜日は19時まで）
･電話及び来所相談のほか、市の施設などへ出向く
出張相談を実施

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援 DV被害者の安全確保を図るため、一時保護施設
や警察等関係機関との連携を図るとともに、緊急
一時保護に係る生活費を貸与する体制を取る。

被害者の安全を確保するため、緊急一時保護者生
活支援費を直ちに貸与できる状態を維持する。

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援策として、要綱に基
づき、被害者の安全確保のための経費3万円を用意
する。

女性をはじめ市民を対象とした相談窓
口の充実

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎週金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民の多様な民事に係る相談に迅速な対応ができ
るよう情報収集に努めるとともに、庁内関係課との連
携体制を維持する。

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎月第1～第4金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民相談セン
ター

  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (2) 自立への支援

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①生活再建への支援 女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する規定に基づき、女性相
談員を設置し売春の防止や配偶者等か
らの暴力防止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
・その他：生活再建に向けた情報を提供するため、
関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、相談内容に応じて、各
関係機関とも連携を図りながら、個々のケースに対
応した生活再建に向けて助言できる状態を維持す
る。

ＤＶ被害者に対する生活再建支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

男女共同参
画推進セン
ター

②同伴者への支援 女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する規定に基づき、女性相
談員を設置し売春の防止や配偶者等か
らの暴力防止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
・その他：生活再建を行うにあたり、同伴者も多大
な影響があることから、それを支援するため、関係
機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、同伴者に対しても、相
談内容に応じて、各関係機関とも連携を図りながら、
個々のケースに対応した生活再建に向けて助言でき
る状態を維持する。

ＤＶ被害者の同伴者支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

男女共同参
画推進セン
ター

令和4年度実施計画

令和4年度実施計画

－
29－

年
度
実
施
計
画
＞

＜
第
3次

男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
に
基
づ
く
令
和
4
年
度
実
施
計
画
＞



 

各種審議会における女性委員登用の現状について 

上越市男女共同参画基本条例では、“市が設置する各種委員会等の委員を選任するときは、男女

同数となるよう配慮しなければならない”としており、上越市第 3次男女共同参画基本計画では、

女性の登用率を令和 4年度末までに 50％にするという目標を掲げ、委員の改選に当たっては積極

的に女性委員の登用・推薦を呼びかけてきました。 

しかしながら、令和 3 年度末は、令和 2 年度末と比較し 0.7ポイント下降する結果となり、依

然として委員会及び審議会等において女性委員の登用が進んでいない状況が続いています。 

 

１ 調査対象 

  令和 4年 3月 31日現在で設置されている各種審議会等（休止中のものを除く） 

２ 調査結果 

区分／年度 令和 2年度 令和 3年度 増減 

審議会総数 123 123 0 

委員総数 1,656人 1,633人 🔺23人 

 うち男性委員数 1,189人 1,184人 🔺5人 

 うち女性委員数 467人 449人 🔺18人 

女性委員の登用率 28.2％ 27.5％ 🔺0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 

女性のいない審議会等 8 9 1 

３ 区分別の登用状況及びこれまでの推移 

    

   

33人 7人 40人

82.5% 17.5%

305人 72人 377人

80.9% 19.1%

69.6% 30.4%

72.5% 27.5%

370人 1,216人

123
1,184人 449人 1,633人

846人

附
属
機
関

3.地方自治法第202条の5第1項に規定する地域協議会
　・地域自治区に置く地域協議会

28

4.地方自治法第202条の3の規定に基づき条例で設置する審議会及び要綱
等に基づく私的諮問機関等
　・上越市特別職報酬等審議会　など

89

執
行
機
関

1.地方自治法第180条の5第1項に規定する執行機関
　・教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員
2.地方自治法第180条の5第3項に規定する執行機関
　・農業委員会、固定資産評価審査委員会

6

執行機関、審議会等 区分別登用状況（R4.3.31現在）

法令等に基づく執行機関、審議会等の区分 審議会等 男性 女性 合計

38.5%
37.0%

34.8%

31.6% 31.6%
29.7% 28.7% 28.9% 29.0% 29.1%

28.2% 27.5%

H23.3
50.0%

H27.3
50.0%

H30.3
50.0%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3

各審議会等委員の女性登用率の推移と目標値

＜参考＞自治法に定める執行機関

と地域協議会を除いた場合 

31.7% 

－30－ 



 

男女共同参画推進センターに関する事業報告 

男女共同参画推進センターでは、ＤＶ被害をはじめ、家庭、結婚、離婚、経済問題等の女性が

抱える問題に対し、専門の相談員が指導・助言を行う女性相談事業と、男女共同参画基本条例や

基本計画に基づき男女共同参画の取組を継続的に行う男女共同参画推進事業を実施し、上越市に

おける男女共同参画の推進に取り組んでいます。 

ここでは、これらの事業実績を記載します。 

◆女性相談事業 

１ 事業の目的 

売春防止法や配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の規定に基づき

女性相談員を設置し、相談者が抱える様々な悩みや問題等の相談を受け付け、必要な支援を講

じる。 

２ 事業の内容 

結婚・離婚問題や家庭問題などで不安や問題を抱えている相談者に対し、適切な指導や助言

を行うとともに、関係機関・庁内関係課等とも連携を図り、相談者のニーズにかなった支援を

行う。 

【女性相談】 

・相 談 員 3人 

・相談場所 上越市市民プラザ 2階 男女共同参画推進センター内 

・相談受付 月～土曜日 午前 9時～午後 5時（毎週火曜日は電話相談のみ午後 7時まで） 

※日曜日・祝日、年末年始、市民プラザ休館日は除く 

【出張相談】 

・男女共同参画推進センターに出向くことができない相談者に対し、相談員が最寄りの公共施

設で相談を行う。（事前予約制） 

３ 相談件数について 

⑴  令和3年度は相談延べ件数が3,064件、相談実人数は233人となり、令和2年度の相談延べ

件数と比較して66件の増、相談実人数では18人の減となった。 

⑵  全相談件数の約4割（41.1％）が家庭問題となっており、そのうちＤＶ関係の相談は全相

談件数の4.4％（前年度との比較で2.7ポイントの減）となった。 

＜女性相談事業実績＞ 

区分 令和元年度 令和 2年度(B) 令和 3年度(A) 
比較増減 
(A)－(B) 

女性保護施設等入寮者数(人) 1 1 3 2 

相談実人数/相談延べ件数 
人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 

274 4,614 251 2,998 233 3,064 ▲18 66 

内 
 
 

訳 

経済問題 3 316 19 356 9 375 ▲10 19 

職業・就労問題 3 181 3 20 0 10 ▲3 ▲10 

結婚・離婚問題 58 463 39 256 43 190 4 ▲66 

家庭問題 144 2,148 127 1,320 115 1,259 ▲12 ▲61 

(うちＤＶ関係) (31) (448) (28) (213) (26) (136) (▲2) (▲77) 

その他 66 1,506 63 1,046 66 1,230 3 184 

相談日数(日) 278 282 282 0 

1 日あたり相談件数(件) 16.6 10.6 10.9 0.3 

※ 人数は、主な訴えのあった内訳項目に実人数を記載。件数は、複数の内容の相談があった

場合、主な訴え以外の件数も加えて記載。 
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【参考】 

 令和元年度 令和 2年度(B) 令和 3 年度(A) 比較(A)-(B) 

実相談回数(関係機関との連携含む) 

※（ ）内は 1相談者当たり回数 

978 回 

(3.57 回) 

705 回 

(2.81 回) 

682 回 

(2.93 回) 

▲23回 

(0.12回) 

４ 相談者の状況について 

⑴  相談実人数は 233 人で、このうち女性は 212人（91.0％）、男性は 19人（8.1％）、不明は

2 人（0.9％）であった。また、相談者の新規・再来別では、新規が 156 人（67.0％）、再来

が 77人（33.0％）であった。 

⑵  相談者の居住地別では、合併前上越市が 166人（71.2％）、13 区は 33人（14.2％）、市外・

不明は 34人（14.6％）であった。また、相談方法の区分では、男女共同参画推進センターへ

の来所が 85 人（36.5％）、電話相談が 146 人（62.7％）、出張相談が 0 人、メール等その他が

2人（0.8％）となっている。 

【年代別集計】                  【相談経路】 

18歳未満 0 人 -  

18歳以上 20歳未満 2 人 0.9％ 

20代 29 人 12.5％ 

30代 55 人 23.6％ 

40代 73 人 31.3％ 

50代 32 人 13.7％ 

60歳以上 25 人 10.7％ 

不明 17 人 7.3％ 

合計 233 人 - 

 

 

 

 

 

 

５ 事業の成果及び今後の課題、反省点について 

⑴ 目標達成状況 

・相談者の様々な不安や悩みに対し、庁内関係課や関係機関と連携を図りながら適切な助言や

支援等を行い、不安解消や問題解決に向けて、相談者に寄り添うことにより適切に対処する

ことができた。 

・ＤＶに関する相談では、相談者に対して迅速かつ的確な助言・支援に努めたほか、緊急のケ

ースでは一時保護施設への入所措置を講じ、被害者の安全確保を図った。 

⑵ 事業の成果 

・ＤＶに関する相談については、内容が複雑かつ多様化してきているが、関係課や関係機関と

連携したことにより、迅速に適切な支援を行うことができた。 

⑶ 今後の課題 

・継続的にＤＶに関する緊急一時保護事案が発生していることから、関係課や関係機関との連

携を一層強化するとともに、相談窓口の充実と周知の強化に努める必要がある。また、近年

の感染症拡大など、社会環境の変化等に伴う不安や悩みに対しても、的確な支援ができるよ

うスキルを高めていく。 

本人自身 190 人 81.5％ 

警察関係 6 人 2.6％ 

法務関係 0 人 - 

他の婦人相談所 4 人 1.7％ 

他の婦人相談員 0 人 - 

福祉事務所 19 人 8.2％ 

他の相談機関 10 人 4.3％ 

社会福祉施設等 0 人 - 

医療機関 1 人 0.4％ 

教育機関 1 人 0.4％ 

労働関係 0 人 - 

民間シェルター 0 人 - 

知人縁故関係 0 人 - 

その他 2 人 0.9％ 

合計 233 人 - 
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◆男女共同参画事業 

１ 男女共同参画推進センター事業について 

⑴ 概  要 

・男女共同参画推進センターは、男女共同参画基本条例において、当市における男女共同参画

の事業推進と市民活動の拠点施設として位置付けられている。（平成 13年 3月設置） 

・男女共同参画推進センターでは、男女共同参画の促進に関する講座等の企画・運営や、女

性相談業務及び広報活動等を行っている。 

⑵ 令和 3 年度実績 

① 男女共同参画推進センター講座（10講座・11回、184人参加） 

・上越市男女共同参画基本計画の実効性を図るため、センター講座を開催し、男女共同参画

についての周知、啓発を図った。 

＜講座開催実績＞ 

№ 月日 講 座 名 
参加 
人数 

会 場 企画・運営 

1 6/19 
ドキュメンタリー映画「ＲＢＧ最強の８５才」上
映会＆トーク 

35 市民プラザ 登録団体委託※ 

2 7/8 
離婚と子ども、面会交流・養育費について 
～子どもの最善の利益のために～ 

23 市民プラザ 登録団体委託 

3 
7/17、
7/24 

女性市議と語る女性の活躍を考える（2 回連続講
座） 

27 市民プラザ 登録団体委託 

4 8/8 
思春期の子どもに伝えたいこと 
〜自分を大切にするってどういうこと？〜 

23 市民プラザ 登録団体委託 

5 11/3 産前産後のママのこころとからだの健康講座 4 市民プラザ 登録団体委託 

6 11/6 
女性の健康とダイエットの入り組んだ関係 
－文化人類学から考える 

25 市民プラザ 登録団体委託 

7 11/27 家事を一人で頑張りすぎない講座 7 市民プラザ 登録団体委託 

8 11/27 結婚観に迷っている人向けの講座 8 市民プラザ 登録団体委託 

9 12/4 
もしもパートナーが倒れたら  
～いつ起こっても困らないために～ 

20 市民プラザ 登録団体委託 

10 12/8 
ワーク・ライフ・バランス充実セミナー 
～家庭と仕事のタイムマネジメント～ 

12 市民プラザ 
(公財)新潟県女
性財団との共催 

計 10講座（委託 9、共催 1）・11回 184   

※ 企画・運営欄における「登録団体委託」とは、上越市（男女共同参画推進センター）

が登録団体に講座の企画・運営を委託したものを指す。 

 

＜講座参加者の満足度＞ 

・令和 3年度 85.3％（参考：令和 2年度 73.6％）・・・令和 4年度目標値 80.0％ 

※ 第 3次男女共同参画基本計画における評価指標として設定。 
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② 自分磨き応援講座の開催 

・出会いや就職など、自らが希望するライフプランの実現に向けて、参加者が自らの魅力に

気付き、自分らしく活躍するきっかけとしてもらうための講座を開催した。 

講座タイトル：「素敵な自分にアップデート！」 

第 1 回・・・聞き上手は話し上手。会話力をＵＰ！ 

開催日：令和 4年 1月 27 日（木） 

講 師：横田令子さん（コミュニケーション能力 1級認定講師） 

第 2 回・・・自分もまわりも幸せに！表情から気持ちを伝えよう 

開催日：令和 4年 2月 3日（木） 

講 師：関原英里子さん（サブファメイクアップアーティスト） 

参加人数：36人（第 1回：18人、第 2回：18人） 

 

③ 女性活躍応援セミナー 

・職場の中での様々な分野・場面における「女性の活躍推進」を更に進めるため、取組事例の紹介

や意見交換・情報交換などを行うセミナーを開催し、市民や企業等への意識啓発を図る。 

講座タイトル：「働き方改革とワーク・ライフ・バランス～女性が働きやすい環境づくりを考える

～」 

開催日：令和 3年 12月 21日（火） 

講 師：今井進太郎さん（グローカルマーケティング株式会社） 

参加人数：8人 

 

④ 男女共同参画出前講座（13団体・13回、710 人参加） 

・学校や企業、地域などが主催する男女共同参画に関する講座・学習会などに講師を派遣

し、男女共同参画に関する意識啓発を図った。 

＜講座開催実績＞ 

区分 
開催 
回数 

参加 
人数 

実施プログラム・実施回数 

デートＤＶ 
防止 

男女共同参画 
と人権 

子育て支援、 
介護支援 

リプロダクテ
ィブ･ヘルス/

ライツ 

地域の 
男女共同参画 

ハラスメント 
防止 

ワーク・ライ
フ・バランス 

学校 7 570 4 2 - - - 1 - 

企業 4 83 - 1 - - - 2 1 

地域・市民団体 2 57 - 2 - - - - - 

計 13 710 4 5 0 0 0 3 1 

 

⑤ 広報事業 

＜情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行＞ 

・年 4回の発行回ごとにそれぞれテーマを設定するとともに、市内の主な施設や町内会等へ

配置し、男女共同参画に関する啓発及びセンターの各種事業等について紹介した。 

（発行回数：年 4回、発行部数：15,400部） 

―各号別発行テーマ― 

►  6月25日号：｢女だから男だからではなく、私だからの時代へ。｣（男女共同参画週間） 

►  9月25日号：「ＤＶひとりで悩まないで」（ＤＶ防止と女性相談窓口の案内） 

► 12月25日号：「男女共同参画の視点を取り入れた防災への取組」（防災への男女共同参画の

視点） 

►  3月25日号：｢ウィズじょうえつ をご利用ください。｣（男女共同参画推進センターの紹介） 
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⑥ 男女共同参画推進センター登録団体懇談会の開催 

・懇談会を定期的に 4回開催し、センター登録団体との連携を図った。 

※ 懇談会では、センター講座の企画案や情報紙の内容等について、それぞれの原案を基

に協議したほか、男女共同参画に関する意見交換を行った。 

 

・令和 4年 3月末現在 センター登録団体数 21団体 

 

 

２ 第 3次男女共同参画基本計画に関する取組状況について 

 ⑴ 第 3次男女共同参画基本計画の進捗管理 

① 平成 30年 3月に策定した第 3次男女共同参画基本計画に基づき、各課等で取り組んだ令

和 3年度の事業実績等について整理した。 

また、令和 3年度の事業実施計画の進捗管理及び令和 4年度の事業計画の策定につい

て、関係課等を通じて整理を行った。 

② 市が設置する各種審議会等における女性 委員の登用状況に関する調査（R4.3.31 現在

で調査） 

・調査対象とした審議会等【計 123】（令和 2年度末：123） 

a.地方自治法第 180条の 5第 1項及び第 3項の規定に基づき設置する市の執行機関等 

教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会 等 【計 6・女性委員登用率 17.5％】 

b.地方自治法第 202条の 5の規定に基づき設置する地域協議会 

高田区地域協議会 等 【計 28・女性委員登用率 19.1％】 

c.その他の審議会等（地方自治法第 202条の 3の規定に基づき設置する市の附属機関等） 

上越市特別職報酬等審議会 等【計 89・女性委員登用率 30.4％】 

・登用状況：令和 4年 3月末現在 27.5％（前年度比 -0.7ポイント） 

⑵ 男女共同参画審議会の開催 

① 設置根拠（上越市男女共同参画基本条例第 22条） 

・男女共同参画の促進を総合的かつ計画的に推進する上で必要な事項を審議する。 

② 所掌事務 

・男女共同参画基本計画に関し、第 11 条第 3 項（男女共同参画基本計画を定める場合に審議

会の意見を聴くこと）に規定する事項を処理すること。 

・市長の諮問に応じ、男女共同参画の促進に関する基本的事項及び重要事項を調査審議するこ

と。 

・男女共同参画の促進に関する施策の実施状況を監視するとともに、市の施策が男女共同参

画の促進に及ぼした影響を評価すること。 

③ 審議会委員 

・委員数 17人（任期：R3.4.1～R5.3.31） ※学識経験者､事業者、公募市民等で構成 

＜審議会の開催実績及び主な協議事項＞ 

回 開催日 協議事項 

第 1回 8月 3 日（火） ・令和 2年度取組実績及び令和 3年度実施計画について 他 

第 2回 
2月 9 日（水） 
※書面会議 

・令和 3年度取組実績（見込）及び令和 4年度実施計画（予定）
について 他 
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３ その他男女共同参画事業について 

⑴ 男女共同参画サポーター制度 

① 目的及び期待する主な役割 

・地域での男女共同参画の推進に関する意識・知識の普及啓発。 

・男女共同参画推進センター講座等への積極的参加や、市民に向けた参加の呼び掛け。 

・サポーター自身の活動を通じて、男女共同参画の実践とそのきっかけづくり。 

② 令和 3年度実績 

・サポーター懇談会を開催し、サポーター相互の交流や情報交換、今後の活動について検討

したほか、サポーターからの提案や意見等を基にした啓発事業「アンコンシャス・バイア

ス（無意識の偏見）展」（パネル展示）を開催した。 

⑵ 男女共同参画に関する職員研修会の開催 

・職員への意識啓発を図るため、各課等の男女共同参画推進担当者（主に副課長級職員）及

び保育士（園長又は副園長）を対象に研修会の開催を予定していたが、新型コロナウイル

ス感染拡大に伴い中止とした。 

⑶  女性人材バンク 

・上越市男女共同参画基本条例の理念に則り、女性の人材の情報を蓄積し、かつ、その情報

を活用する制度を創設することにより、本市の審議会等の委員、研修会の講師等に積極的

に女性を活用し、もって男女共同参画社会の促進に寄与することを目的としている。令和

3年度は 2件の活用があった。 

・利用の拡大を図るため、市のホームページへ登録情報を掲載 

・令和 4年 3月末現在の登録者数 37人 

４ 事業の成果及び今後の課題、反省点について 

⑴ 目標達成状況 

・市民への普及・啓発の取組については、男女平等や人権に関する基本的な内容や子育て・介

護などの生活に身近なテーマに加え、あらゆる分野への女性の参画や女性活躍の推進など

様々な視点による講座を開催し、男女共同参画の意義について考える機会を提供した。 

⑵ 事業の成果 

・関係団体の委託講座のほか、地域や学校・事業所などを対象とした出前講座やサポーター等

の提案による啓発事業を実施、また、新潟県女性財団との共催による講座の開催など、男女

共同参画社会の必要性について、様々な分野と幅広い世代に向けて意識啓発を図ることがで

きた。 

⑶ 今後の課題 

・関係団体の委託講座をはじめ各種講座の開催については、参加者をあらゆる世代や分野へ

向けて拡大していくとともに、男女共同参画の意識啓発を参加者へ効果的に浸透させてい

くための手法を工夫していく必要がある。 

・現在でも固定的な性別役割分担意識が根強く残っている傾向があることから、これらの改

善・解消に向けて、家庭や地域、職場などの身近な環境での取組や啓発活動が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 －36－ 



  

№ 講座概要 講座の趣旨 参加者の声（抜粋） テーマ
（期待する効果等）

1

 ○期日：6/19(土)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：ドキュメンタリー映
画「ＲＢＧ 最強の８５才」上映
会＆トーク
 ○講師：－
 ○参加者：35人
 ○講座区分：委託講座(上越市
の男女共同参画推進を推進する
会)

・アメリカの女性最高
裁判事としてジェン
ダー平等に多大な功績
を残し、弁護士として
も女性権利拡大のため
に戦った、ルース・ベ
イダー・ギンズバーグ
（RBG）について、その
業績を知ると共に差別
のないジェンダー平等
社会の必要性に気づ
く。

・内容について詳しく
理解できた。大きなエ
ネルギーをもらうこと
ができた。
・自らの信念と誠実さ
を貫いた一人の女性(人
間)の生き方に普遍性を
感じた。ブレのない生
き方の大切さ、凄さを
学んだ。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・固定的性差別役
割分担意識解消へ
の周知啓発
・男女平等教育の
徹底と意識の啓発

2

 ○期日：7/8(木)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：離婚と子ども、面会
交流・養育費について～子ども
の最善の利益のために～
 ○講師：五十嵐透子さん（上越
教育大学大学院教授）、田中篤
子さん（弁護士）
 ○参加者：23人
 ○講座区分：委託講座(認定NPO
法人マミーズ・ネット)

・離婚協議中の人、ひ
とり親、ステップファ
ミリーの親や支援者
が、子どもにとっての
面会交流の意義や、養
育費についての基礎知
識を学ぶことにより、
安心して子育てができ
る一助となることを目
指す。

・今まで取り上げられ
ていない内容をテーマ
とした講座であり、本
当に有意義だった。
・自身の子育てにも生
かせる内容で涙があふ
れた。
・できること、しなけ
ればいけないことが見
えた。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・男女共同参画の
視点に立った子育
て支援

3

 ○期日：7/17（土）、7/24
（土）
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：女性市議と語る 女
性の活躍を考える講座
 ○講師：上越市議会議員（女性
議員7人）
 ○参加者：27人（延べ人数）
 ○講座区分：委託講座(上越市
まちづくり市民大学OB会)

・多様性のある社会や
住みよい社会を持続さ
せていくためには固定
的性別役割分担意識を
解消して、社会のあら
ゆる分野において女性
の参画を進めて行く必
要があることを認識し
てもらい、町内会役員
や各種団体や審議会等
への女性の参画を促進
するための意識啓発を
目的とする。

・議員の話が聞けて良
かった。グループの懇
談会では、話を聞いて
もらえてうれしかっ
た。
・20年以上前から男女
共同参画に取り組んで
きたが、間違いなく進
歩していると実感し
た。
・女性市議が頑張って
いる姿はうれしかった
し、もっと多様性のあ
る生き方ができる上越
市になればと思う。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・固定的性別役割
分担意識解消と男
性の家庭生活、子
育てへの参画の推
進

4

 ○期日：8/8(日)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：思春期の子どもに伝
えたいこと〜自分を大切にす
るってどういうこと？〜
 ○講師：古川和代さん、江村奈
緒美さんほか(CAPスペシャリス
ト)、チャールズ・ストラットン
さん(大学非常勤講師）
 ○参加者：23人(ワークショッ
プと啓発コーナーの延人べ数)
 ○講座区分：委託講座(ＣＡ
Ｐ・じょうえつ)

・子どもたちが安心し
て過ごすことを目的と
し、子どもや周りの大
人たちができることを
伝える。
・男女ともにお互いを
大切にできるように人
権啓発、暴力防止を訴
える。

・人権の考え方を多く
の人に聴いてもらい関
心を持ってもらいたい
と思った。
・苦しい思いをしてい
る子どもたちの助けに
なるプログラムだと
思った。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・教育関係者への
意識啓発と男女平
等教育に関する調
査研究の充実
・男女共同参画の
視点に立った子育
て支援施策の充実
・配偶者等からの
あらゆる暴力の根
絶と防止に向けた
啓発

■令和3年度 男女共同参画推進センター講座開催実績
（登録団体委託・センター直営・県女性財団共催）

－37－ 



  

№ 講座概要 講座の趣旨 参加者の声（抜粋） テーマ
（期待する効果等）

5

 ○期日：11/3(水)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：産前産後のママのこ
ころとからだの健康講座
 ○講師：青木貴子さん（助産
師）
 ○参加者：4人
 ○講座区分：委託講座(ウーマ
ンサポートプロジェクト)

・男性も家事や育児に
参加する必要性を考
え、夫婦で子育てをす
る大事さを知ってもら
う。
・妊婦の心とからだを
理解し、女性の健康づ
くりを支援する。

・娘の初出産でとまど
いがあった。どんなふ
うにサポートできるか
考えることができて良
かった。娘婿とうまく
分担しながら出産、出
産後を見守りたい。
・二人目を考えている
が他県からの移住者な
ので両親も知り合いも
なく悩んでいたので、
良い勉強とすることが
でき参加して良かっ
た。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・男女共同参画の
視点に立った子育
て支援
・女性の性と生殖
に関する健康と権
利の普及啓発
・生涯を通じた健
康保持への支援及
び健康相談の充実

6

 ○期日：11/6(土)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：女性の健康とダイ
エットの入り組んだ関係―文化
人類学から考える
 ○講師：磯野真穂さん
　（文化人類学・医療人類学）
 ○参加者：25人
 ○講座区分：委託講座(自然な
出産と母乳育児を考える会)

・「ダイエット」の切
り口をきっかけに、私
たちの社会にある価値
観について考える機会
とするとともに、男女
共同参画の視点から女
性の心身の健康につい
て考えるきっかけづく
りとする。

・文化や社会によって
作られている価値観の
１つにダイエットがあ
ると初めて認識した。
大変新鮮な感覚で、
もっと聞きたいと思っ
た。
・自分の体のことや心
のことを色々考えるこ
とができた。
・いろいろな国の価値
観についての話が興味
深く、男女の役割につ
いても聞いてみたいと
思った。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・女性の性と生殖
に関する健康と権
利
・生涯を通じた健
康保持への支援及
び健康相談の充実

7

 ○期日：11/27(土)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：家事を一人で頑張り
すぎない講座
 ○話題提供者：清水心澄さん
（仏画師）
 ○参加者：7人
 ○講座区分：委託講座(男女共
同参画を応援する市民の会)

・子育てや洗濯、食事
の準備、介護、ご近所
や親戚との付き合いは
主婦の仕事と考えて一
人で抱え込んで悩みと
ストレスを抱えこんで
いる人に、家事は家族
で分担し合って行うも
のであり一人で抱え込
む必要はないという役
割分担の考え方を理解
してもらい、家庭はお
互いに理解し合い助け
合っていっしょに築い
ていくものであるとい
うことを認識してもら
うことを目的とする。

・参加者が少ないため
か、深く話をすること
ができてよかった。
・自分がどうしたいか
よく考えて話をしてい
きたいと思った。
・何でも過度になるよ
うなことは自分を追い
詰めるだけだと思っ
た。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・固定的性別役割
分担意識解消

■令和3年度 男女共同参画推進センター講座開催実績
（登録団体委託・センター直営・県女性財団共催）

－38－ 



 

 

 

№ 講座概要 講座の趣旨 参加者の声（抜粋） テーマ
（期待する効果等）

8

 ○期日：11/27(土)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：結婚観に迷っている
人向けの講座
 ○話題提供者：清水心澄さん
（仏画師）
 ○参加者：8人
 ○講座区分：委託講座(上越市
まちづくり市民大学OB会)

・子育てや洗濯、食事
の準備、介護、ご近所
や親戚との付き合いは
主婦の仕事と考えて結
婚観に悩んでいる人や
男子厨房に入るべから
ずといった固定観念に
囚われている人に、家
事は家族で分担し合っ
て行うものであり一人
で抱え込む必要はない
という役割分担の考え
方を理解してもらい、
家庭はお互いに理解し
合い助け合っていっ
しょに築いていくもの
であるということを認
識してもらうことを目
的とする。

・良い話で心が楽に
なった。また参加した
い。
・自分の幸せを第一に
人生の選択をしてよい
という考えに気持ちが
楽になった。あまり先
のことに悩まず生きて
いきたい。
・講師の話に勇気をも
らった。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・固定的性別役割
分担意識の解消

9

 ○期日：12/4(土)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：もしもパートナーが
倒れたら ～いつ起こっても困ら
ないために～
 ○話題提供者：横山郁代さん
（植物療法士）
 ○参加者：20人
 ○講座区分：委託講座(男女共
同参画を応援する市民の会)

・家庭生活において何
らかの理由でパート
ナーが不在になる事態
に備えて日常の家事の
こと、介護のこと、育
児のことなどについて
パートナー同士で話し
合う必要性を理解して
もらい、家庭生活はお
互いに理解し合い助け
合っていっしょに築い
ていくものであるとい
うことを認識してもら
うことを目的とする。

・日頃の互いのコミュ
ニケーションが大切と
感じた。
・グループ懇談で参加
者のいろいろな話が聞
けて良かった。
・日常からパートナー
とこれからのことにつ
いて話をすることは大
切と思った。この講座
内容でグループ懇談が
できて良かった。

・男女共同参画の
基本的知識の周知
啓発の促進
・固定的性別役割
分担意識解消
・男性の家事・育
児・介護等、家庭
生活への参加の促
進

10

 ○期日：12/8(水)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：ワーク・ライフ・バ
ランス充実セミナー～家庭と仕
事のタイムマネジメント～
 ○講師：高野真規さん（認定上
級コンサルタント）
 ○参加者：12人
 ○講座区分：センターと(公財)
新潟県女性財団との共催

・仕事や家事、育児、
介護と忙しい日々に
あっても、子どもや家
族と向き合える時間を
作り出すため、家事の
断捨離や家族の協力を
得ることで、誰か一人
に負荷がかからないよ
うこれまでの生活を見
直すきっかけとする。
・タイムマネジメント
を意識し、家事等の見
える化を図ることで、
家庭と仕事の両立がで
きる環境について提案
する。

・子育てと仕事、家事
と仕事のバランスに悩
む女性が多いことを改
めて感じた。
・今後の仕事と家事な
どの両立に向けてとて
も分かりやすく、参考
になった。
・家事の見える化をす
ることで、家事シェア
を具体的に考えるきっ
かけになった。

・男女共同参画の
視点に立った社会
制度・慣行の見直
し
・労働環境の見直
しの推進（ワー
ク・ライフ・バラ
ンス）
・子育て、介護へ
の支援の充実

■令和3年度 男女共同参画推進センター講座開催実績
（登録団体委託・センター直営・県女性財団共催）

－39－ 



 

 

 

 

 

 

 

  

№ 講座概要 講座の趣旨 参加者の声（抜粋） テーマ
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11

 ○期日：12/21(火)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：働き方改革とワー
ク・ライフ・バランス～女性が
働きやすい環境づくりを考える
～
 ○講師：今井進太郎さん（グ
ローカルマーケティング株式会
社 代表取締役）
 ○参加者：8人
 ○講座区分：センター直営(協
力：(公財)新潟県女性財団)

・女性が活躍できる社
会づくりへの取組とし
て、様々な分野・場面
における「女性の活躍
推進」を更に進めるた
め、取組事例の紹介や
意見交換・情報交換な
どを行うセミナーを開
催し、市民や企業等へ
の意識啓発を図る。

・少人数だったが、い
ろいろな意見が聞けて
参考になった。
・自分の職場を振り返
ることができ、改めて
目指す職場への参考に
なった。
・子育てや介護の真っ
最中の方々に参加して
もらいたい。多くの男
性にも参加してほしい
内容だった。

・労働環境の見直
しの推進（ワー
ク・ライフ・バラ
ンス）
・子育て、介護へ
の支援の充実
・女性の能力発揮
への支援

■令和3年度 男女共同参画推進センター講座開催実績
（登録団体委託・センター直営・県女性財団共催）

№ 講座概要 講座の趣旨 参加者の声（抜粋） テーマ
（期待する効果等）

1

 ○期日：1/27(木)、2/3(木)
 ○会場：市民プラザ
 ○講座名：自分磨き応援講座
　「素敵な自分にアップデー
ト！」
 ○講師（1/27開催）
　　・横田令子さん（コミュニ
ケーション能力1 級認定講師）
 ○講師（2/3開催）
　　・関原英里子さん（サブファ
メイクアップアーティスト）
 ○参加者：36人(延べ人数)
 ○講座区分：センター直営講座
 ※「上越市まち・ひと・しごと
　 創生総合戦略」に基づく事業
　 の一環として開催

・就職や出会い、結婚
　など、希望するライ
　フプランの実現をサ
　ポートするため、大
　人のマナーやコミュ
　ニケーション力の向
　上などすぐに役立つ
　スキルを学び、自分
　らしく活躍するきっ
　かけづくりとする。

・人生をポジティブに
生きていきたいと改め
て思った。「頑張る時
と頑張らない時があっ
ていい」「言葉で未来
ができる」「自らのこ
とは分からない」等の
言葉は教訓になった。
・「年をとっても前向
きにポジティブに」
「自分を甘やかさな
い」など、講師の話か
ら勇気をもらえたと思
う。
・今後の自分づくりの
参考にしたいと思う。

・「上越市まち
　・ひと・しご
　と創生総合戦
　略」の結婚・
　出産・子育て
　の分野におい
　て、若い世代
　の希望を実現
　しやすい環境
　を整える。
　（出会い・出
　産・子育ての
　希望を実現し
　やすい環境づ
　くり）

（その他の講座）　＊「上越市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく講座の位置付け

－40－ 



 

 

令和 3年度 情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」一覧 

情報紙名 主な掲載内容 

「ウィズじょうえつ」 

からのおたより 

2021.6.25号 

「女だから、男だから、ではなく、私だから、の時代へ。」 

（令和 3年度男女共同参画週間キャッチフレーズ） 

・私の「当たり前」は本当に「当たり前」？展（2/26～3/8） 

  「アンコンシャス・バイアス」（無意識の偏見）の例 

・女性相談窓口のご案内 ～あなたの悩みをお聞かせください～ 

「ウィズじょうえつ」 

からのおたより 

2021.9.25号 

「ＤＶ ひとりで悩まないで」 

・ＤＶ（配偶者や交際相手からの暴力） 

・女性相談窓口のご案内 

・「にいがた Ribbon net(女性のつながりサポート事業)」のお知らせ 

・図書コーナーのご案内 

「ウィズじょうえつ」 

からのおたより 

2021.12.25号 

「男女共同参画の視点を取り入れた防災への取組」 

・そのときに「備える」チェックリスト 

・男女共同参画推進センター登録団体、サポーターを募集しています 

・女性相談のご案内 

「ウィズじょうえつ」 

からのおたより 

2022.3.25号 

「ウィズじょうえつ(男女共同参画推進センター)をご利用ください。」 

・ウィズじょうえつの紹介 
・性暴力、若年層が狙われています。 

  被害の例 

・女性相談のご案内 

 

－41－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度 上越市の男女共同参画の取組 

令和 4 年 11 月発行 
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